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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第８期の１株当たり当期純利益は、平成16年12月17日付株式分割（１株につき３株の割合による）を、期首

に行ったものとして計算しております。 

３．平成18年２月１日付で株式１株につき５株の株式分割を行なっております。 

４．第10期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 平成19年１月 

売上高（千円） 2,245,735 2,660,644 2,923,265 5,954,262 10,018,446 

経常利益（千円） 387,514 452,113 524,103 858,069 509,324 

当期純利益（千円） 152,787 260,847 309,754 465,880 69,659 

純資産額（千円） 1,954,320 2,222,896 2,528,235 3,108,477 3,834,148 

総資産額（千円） 2,433,082 2,752,642 2,996,468 5,686,360 7,294,331 

１株当たり純資産額（円） 60,617.96 68,948.50 26,139.78 30,892.97 6,233.35 

１株当たり当期純利益

（円） 
4,739.09 8,090.83 3,202.59 4,735.28 137.32 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益（円） 
4,632.00 7,878.48 3,050.50 4,539.96 132.34 

自己資本比率（％） 80.3 80.8 84.4 54.7 43.8 

自己資本利益率（％） 8.1 12.5 13.0 16.5 2.2 

株価収益率（倍） 22.1 19.6 38.7 144.7 474.8 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
△90,341 258,944 495,760 849,296 899,652 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
△94,605 △180,819 △129,557 △2,322,405 △2,087,137 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
－ △15,000 － 460,521 938,898 

現金及び現金同等物の期末

残高（千円） 
1,632,390 1,689,779 2,051,552 1,522,931 1,274,824 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

72 

(24) 

73 

(41) 

86 

(49) 

419 

(104) 

621 

(116) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

    ２．第８期の１株当たり当期純利益は、平成16年12月17日付株式分割（１株につき３株の割合による）を、期首

に行ったものとして計算しております。 

３．平成18年２月１日付で株式１株につき５株の株式分割を行なっております。 

４．第10期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 平成19年１月 

売上高（千円） 2,182,904 2,626,916 2,902,211 3,320,917 3,678,069 

経常利益（千円） 425,391 475,238 441,677 835,667 768,637 

当期純利益（千円） 196,793 179,148 263,830 485,100 372,159 

資本金（千円） 424,506 424,506 424,506 497,340 553,485 

発行済株式総数（株） 32,239.96 32,239.96 96,719.88 100,620.88 512,319.40 

純資産額（千円） 2,112,556 2,291,704 2,555,535 3,159,993 3,548,746 

総資産額（千円） 2,589,727 2,822,305 3,023,723 3,725,163 4,656,102 

１株当たり純資産額（円） 65,526.02 71,082.73 26,422.03 31,404.95 6,926.82 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額）（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

272 

(－) 

482 

(－) 

73 

(－) 

１株当たり当期純利益

（円） 
6,104.01 5,556.71 2,727.78 4,930.64 733.62 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益（円） 
5,966.09 5,410.87 2,598.24 4,727.26 707.05 

自己資本比率（％） 81.6 81.2 84.5 84.8 76.2 

自己資本利益率（％） 9.8 8.1 10.9 17.0 11.1 

株価収益率（倍） 17.2 28.6 45.4 138.9 88.9 

配当性向（％） － － 10.0 9.8 10.0 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

67 

(23) 

71 

(41) 

84 

(49) 

96 

(60) 

122 

(61) 



２【沿革】 

平成９年８月 愛媛県松山市にサイボウズ株式会社設立 

平成９年10月 「サイボウズ Office」シリーズ発売 

平成９年12月 「サイボウズ Office」シリーズの英語版公開 

平成10年２月 大規模組織対応イントラネットグループウエア「サイボウズ Company」シリーズ発売開始 

平成10年８月 「サイボウズ Office 2」発売開始 

平成10年12月 事業拡大の為、大阪市北区茶屋町に本社機能移転 

「サイボウズ ホームページ視聴率」Windows/UNIX版発売開始 

平成11年９月 パーソナライズ機能を搭載したWebグループウエア「サイボウズ Office 3」発売開始 

平成11年10月 WorkPadとWeb グループウエアでデータ連携ができる「サイボウズシンク 3 for WorkPad」のβ版

公開 

平成11年12月 事業拡大の為、大阪市北区梅田に本社機能移転 

平成12年５月 東京事務所設置開設 

平成12年８月 東京証券取引所マザーズ上場 

平成12年10月 回覧板機能やアプリケーション間連携を追加した「サイボウズ Office 4」発売開始 

平成12年12月 事業拡大のため、東京都文京区後楽に本社機能移転 

平成13年６月 Webデータベースソフト「サイボウズ DBメーカー」発売開始 

平成14年３月 東京証券取引所市場第二部へ市場変更 

平成14年５月 エージェント型グループウエア「サイボウズ AG」発売開始 

平成14年９月 大規模向けEIP（Enterprise Information Portal）型グループウエア「サイボウズ ガルーン」発

売開始 

平成14年10月 Webナレッジツール「サイボウズ デヂエ」発売開始 

平成15年２月 「サイボウズ ガルーン Ver 1.5」発売開始 

平成15年７月 Webグループウエア「サイボウズ Office/AG」シリーズの最新バージョン「サイボウズ Office 

6」発売開始 

顧客対応システム「サイボウズ メールワイズ」発売開始 

平成15年10月 「サイボウズ ガルーン」がSOFTIC主催「ソフトウエア・プロダクト・オブ・ザ・イヤー2003」を

受賞 

Web型ナレッジツール「サイボウズ デヂエ 4.0」発売開始 

平成16年７月 企業間コラボレーションツール「サイボウズ コラボレックス」発売開始 

「サイボウズ メールワイズ Ver2.0」発売開始 

平成16年10月 Web型ナレッジツール「サイボウズ デヂエ 5.0」発売開始 

平成17年１月 10言語対応の国際版グループウエア「サイボウズ Share360 ver 2.5」発売開始 

  

平成17年５月 

平成17年７月 

「サイボウズ Office 6.5」発売開始 

 「サイボウズファイナンス有限会社」を設立 

 「サイボウズファイナンス有限会社」が「株式会社インフォニックス」を買収し、その後両社は 

 合併し存続会社を「株式会社インフォニックス」（連結子会社）とする 

平成17年８月 サイボウズの研究所としてテクノロジーを追求すべく「サイボウズ・ラボ株式会社」（連結子会

社）を設立 

  「クロス・ヘッド株式会社」（連結子会社）の株式を取得、子会社化 

平成17年11月 ビジネスパーソン向けのポータルサイト運営事業を行う「cybozu.net（サイボウズ・ドットネッ

ト）株式会社」（持分法適用関連会社）を設立  

平成17年12月 「ユミルリンク株式会社」（連結子会社）の株式を取得、子会社化 

平成18年３月 「フィードパス株式会社」（連結子会社）の株式を取得、子会社化  

平成18年５月 「サイボウズ・メディアアンドテクノロジー株式会社」（連結子会社）の株式を取得、子会社化 

  大阪営業所開設 

  「株式会社ブリングアップ」（連結子会社）の株式を取得、子会社化 

平成18年６月 「株式会社ジェイヤド」（連結子会社）の株式を取得、子会社化  

  「インテグラート・ビジネスシステム株式会社」（連結子会社）の株式を取得、子会社化 

  「沖縄クロス・ヘッド株式会社」（連結子会社）の株式を取得、子会社化 

平成18年７月 東京証券取引所市場第一部へ市場変更  

平成18年９月 「サイボウズ・メディアアンドテクノロジー株式会社」が「ネクスターム社」よりシンクライア

ントビジネス事業の営業を譲受 

平成18年10月 企業内での利用を目的としたブログ製品「サイボウズ ブログ」発売開始  



３【事業の内容】 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、連結子会社10社及び関連会社２社（持分法適用関連会社１社、持分

法非適用関連会社１社）で構成されており、「ソフトウエア事業」、「通信事業」、「ネットワーク関連事業」、

「コンサルティング事業」、「シンクライアント事業」の五つの事業を軸として事業活動を進めております。また、

ソフトウエア事業は「ビジネスソフト分野」、「ビジネスポータル分野」二つにより構成されております。 

なお、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更し、前連結会計年度の３区分に、新たに「コンサルティ

ング事業」及び「シンクライアント事業」の２区分追加し５区分といたしました。変更の詳細については「第五 経

理の状況 １連結財務諸表等 (１)連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであります。 

ソフトウエア事業においては、「新規顧客の開拓」、「クロスセールス」、「継続モデル」の三つの戦略のもと、

企業向けのソフトウエア開発及び販売を行なっております。なお、ソフトウエア事業には従来の「エージェント部

門」、「ナレッジ部門」、「ＣＲＭ部門」、「海外部門」が含まれます。 

また、当連結会計年度においては、新製品及び新サービスを提供するスピードを加速させるため、アライアンス及

びＭ＆Ａを積極的に推進致しました。 

(1）ソフトウエア事業 

グループウエア「サイボウズ Office」と「サイボウズ ガルーン」のシェア拡大による顧客基盤構築並びにその顧

客基盤に対してWebナレッジツール「サイボウズ デヂエ」やWebメール対応システム「サイボウズ メールワイズ」を

効率よく販売していくことに注力いたします。また「サイボウズ デヂエ」や「サイボウズ メールワイズ」に続 

く、顧客の立場に立った使いやすい新製品の開発も積極的に行ってまいります。グループウエアのユーザーであるビ

ジネスマンに対して「cybozu.net」「feedpath」などのサービスを通じて、有益な情報を提供することに注力いたし

ます。 

(2）通信事業 

連結子会社である株式会社インフォニックスは、特定セグメント向け通信事業、ビリング関連のソリューションを

メインのビジネスとしております。株式会社インフォニックスの有するビリングエンジンは、複雑な課金を低コスト

でフレキシブルに行えることにおいて、類似システムに対する明確かつ大きな優位性があり、MVNO（Mobile Virtual

Network Operator仮想移動体サービス事業者）への新規参入者に対して、ビリングサービスを提供することを第一歩

として、将来的に当社の顧客基盤に対してMVNO事業を立ち上げることも視野に入れております。 

(3）ネットワーク関連事業 

連結子会社であるクロス・ヘッド株式会社及び沖縄クロス・ヘッド株式会社は、ネットワークシステムの設計・開

発・運用保守、インターネット技術の設計・開発、IT技術者の派遣をメインのビジネスとしております。同社はネッ

トワークの設計・開発・保守運用においての技術を強みとしており、サイボウズ株式会社が提供するWebサービスに

おいてのインフラの構築・運用保守を担う予定です。 

(4) コンサルティング事業 

連結子会社である株式会社ブリングアップは、大手から中堅、中小企業に至るまで幅広い顧客層で営業強化、販路

拡大といった売上向上支援と合わせてIT化による業務効率化を提案し実績を残しております。最近では、グループウ

エアやERPなどのIT支援コンサルティングまで事業を拡大しております。  

(5)シンクライアント事業 

シンクライアントはサイボウズグループが今後積極的に推進するASP事業との親和性が高く、グループ内の通信、

ネットワーク関連サービス、各種ネットサービスとも組み合わせることにより、情報サービスを提供するためのより

安全で安定したプラットフォームとして位置付けております。連結子会社であるサイボウズ・メディアアンドテクノ

ロジー株式会社が持つセキュリティ分野に対するノウハウを生かしてシンクライアントとセットで提供可能なコンテ

ンツ、サービスのラインナップを拡充し、同社の主力事業として推進してまいります。  



[事業系統図] 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．上記各社は、有価証券届出書または有価証券報告書を提出しておりません。 

３．特定子会社に該当しております。 

４．「議決権の所有割合」の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

 ５．株式会社インフォニックスについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占

   める割合が10%を超えております。 

       主要な損益情報等  (1) 売上高    3,232,107千円 

 (2) 経常利益     125,556千円 

 (3) 当期純利益   138,335千円 

 (4) 純資産額    221,218千円 

 (5) 総資産額   1,408,539千円 

６．クロス・ヘッド株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占 

  める割合が10%を超えております。 

       主要な損益情報等  (1) 売上高    1,850,685千円 

 (2) 経常利益    135,707千円 

 (3) 当期純利益    41,852千円 

 (4) 純資産額     473,773千円 

 (5) 総資産額     871,053千円 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

[連結子会社]          

㈱インフォニックス 

（注）３．５ 
愛知県名古屋市  100,000 通信事業 66.6 

役員の兼任３名 

ソフトウエアの開発

技術者の派遣 

サイボウズ・ラボ㈱ 

（注）３ 
東京都文京区 40,000 ソフトウエア事業 100.0 

役員の兼任３名 

製品の研究開発 

クロス・ヘッド㈱ 

（注）３．６ 
東京都港区 395,003 ネットワーク関連事業 54.0 

役員の兼任１名 

技術者の派遣 

ユミルリンク㈱ 

（注）３ 
東京都渋谷区 118,281 

ソフトウエア事業 

ネットワーク関連事業 
67.0 役員の兼任３名 

フィードパス㈱ 

（注）３ 
東京都文京区 71,500 ソフトウエア事業 50.1 役員の兼任２名 

サイボウズ・メディアア

ンドテクノロジー㈱ 

（注）３ 

東京都港区 257,916 
ソフトウエア事業 

シンクライアント事業 
58.1 役員の兼任２名 

㈱ブリングアップ 大阪府大阪市 20,000 コンサルティング事業 57.1 役員の兼任２名 

㈱ジェイヤド 

（注）３ 
東京都中野区 127,500 ソフトウエア事業 52.0 － 

インテグラート・ビジネ

スシステム㈱ 
東京都千代田区 50,000 ソフトウエア事業 100.0 役員の兼任２名 

沖縄クロス・ヘッド㈱ 

（注）４ 
沖縄県那覇市 51,000 ネットワーク関連事業 

67.1 

 （31.8）
役員の兼任１名 

[持分法適用関連会社]          

cybozu.net㈱ 東京都渋谷区  25,000 ソフトウエア事業 40.0 役員の兼任２名 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

  （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当連結会計年度の平均人員を（ ）外書で記載しておりま

す。 

    ２．前連結会計年度末に比し202名増加しておりますが、連結子会社の増加及び事業拡大によるものでありま

す。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当事業年度の平均人員を（ ）外書で記載しております。 

２．前連結会計年度に比し、26名増加しましたのは、業容拡大に伴う採用増によるものであります。 

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

  平成19年１月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ソフトウエア事業 228 (70) 

通信事業 84 (35) 

ネットワーク関連事業 273 (10) 

コンサルティング事業 20 (1) 

シンクライアント事業 16 (0) 

合計 621 (116) 

  平成19年１月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

122(61)  30.9 2.3 6,210,402 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な内需の拡大や輸出の拡大を背景に企業収益が向上し、雇用環境に

も着実な改善が見られました。他方、当社グループを取り巻く経営環境は、大手企業を中心にJ-SOX対応によるIT

投資や、セキュリティ投資などの情報関連投資が増えつつあるものの、より一層、投資対効果を重視する企業が増

えてきております。 

 当社グループは、当連結会計年度から「ソフトウエア事業」、「通信事業」、「ネットワーク関連事業」、「コ

ンサルティング事業」、「シンクライアント事業」の五つの事業を軸として事業活動を進めております。 

 ソフトウエア事業においては、「新規顧客の開拓」、「クロスセールス」、「継続モデル」の三つの戦略のも

と、企業向けのソフトウエアの開発及び販売を行っております。 

 また、当連結会計年度においては、新製品及び新サービスを提供するスピードを加速させるため、アライアンス

及びＭ＆Ａを積極的に推進致しました。 

 その一環として平成18年３月10日にフィードパス株式会社の株式を取得して連結子会社化致しました。フィード

パス株式会社は、コンシューマ向けのWeb型RSSリーダーをコアとしたインターネットサービス「feedpath（フィー

ドパス）」を提供する一方、企業向けITソリューションとしてイントラブログシステム「blogengine（ブログエン

ジン）」、さらには内部統制・情報漏洩対策にも効果的な次世代型Webメールプラットフォーム「feedpath Zebra

（フィードパス ゼブラ）」を提供しております。今後もWeb2.0技術を応用したアプリケーションソフトウエアの

企画・開発によりソフトウエア事業のさらなる強化を進めてまいります。 

 平成18年５月10日にはサイボウズ・メディアアンドテクノロジー株式会社（以下、ＣＭＴ）の株式を取得し、連

結子会社化致しました。ＣＭＴは、セキュリティ及びネットビジネスに特化した調査研究活動を行い、情報サービ

スや調査レポートを提供しております。同社のメールマガジン「Scan (スキャン)」の有料・無料を合わせた総読

者数は約5万人に昇り、今後はクロスセルも実施し、両社の事業シナジーを高めてまいります。 

 平成18年５月17日には関西地域の販売体制を強化するため、サイボウズ初の地方拠点として大阪営業所を開設い

たしました。これにより当地域の販売パートナー様にきめ細かい支援を行うことができ、またそれによりお客様へ

更に質の高いサービスを提供することが可能になりました。 

 また、平成18年５月31日には、株式会社ブリングアップの株式を取得して連結子会社化致しました。株式会社ブ

リングアップは、大手から中堅、中小企業に至るまで幅広い顧客層で営業力強化、販路拡大といった売上向上支援

と併せてＩＴ化による業務効率化を提案し実績を残しております。  近では、グループウエアやERPなどのＩＴ支

援コンサルティングまで事業を拡大しております。当社製品のコンサルティングにより両者の強みをいかし、事業

シナジーを加速させてまいります。 

 平成18年６月20日には、株式会社ジェイヤド（以下、ジェイヤド）の株式を取得して連結子会社化致しました。

ジェイヤドは主に旅行ポータルを運営している会社であり、ジェイヤドの宿泊施設やレンタカー予約システムと連

携させた新たなサービスの開発を検討してまいります。具体的には、ジェイヤドのオンライン出張精算システムを

利用し、サイボウズが提供するワークフローシステムの機能を強化いたします。またジェイヤドが提携している

「公共の宿」、「旅行代理店」など各社提供の宿泊商品やレンタカーの予約サービス機能を「cybozu.net」に拡充

していくことも視野にいれております。 

 さらに平成18年６月23日には、インテグラート・ビジネスシステム株式会社の株式を取得し、連結子会社化いた

しました。インテグラート・ビジネスシステム株式会社は、「マネジメント戦略とテクノロジーの統合」というコ

ンセプトで、お客様の経営ニーズに合った情報システムを提供するソフトウエアを企画、開発しております。同社

のビジネスシステム事業が有する大規模組織向け営業支援システム (CRM/SFA)「WebHello (ウェブハロー)」は、

スケジューラーとのシームレスな統合、重複入力ゼロ設計、営業部門の顧客ナレッジマネジメントなど、様々な機

能をお客様から評価いただき、累計で1万5千のユーザーライセンスを販売している実績を持っており、今後はサイ

ボウズの25,000社を超える顧客に対してのクロスセル、新商品の共同開発などを検討してまいります。 

 また、平成18年７月３日には、連結子会社であるクロス・ヘッド株式会社とともに沖縄クロス・ヘッド株式会社

が営業を開始いたしました。データセンターの沖縄への誘致をはじめとしたネットワークインテグレーションを展

開するとともに、サイボウズやインデックス沖縄が誇るグループウエアソフトとモバイルコンテンツを融合させ

て、「情報サービスの大衆化」を目指した新たなビジネスモデルを創造してまいります。 

 また、平成18年７月３日には、東京証券取引所市場第一部指定を受け、市場変更いたしました。 

 平成18年９月４日には、連結子会社であるＣＭＴを通じて、シンクライアントビジネスを手がけるネクスターム

社の営業権を取得いたしました。 



シンクライアントはサイボウズグループが今後積極的に推進するASP事業との親和性が高く、グループ内の通

信、ネットワーク関連サービス、各種ネットサービスとも組み合わせることにより、情報サービスを提供するため

のより安全で安定したプラットフォームとして位置付けております。連結子会社ＣＭＴが持つセキュリティ分野に

対するノウハウを活かしてネクスターム社の事業を継承するとともに、シンクライアントとセットで提供可能なコ

ンテンツ、サービスのラインナップを拡充し、同社の主力事業として推進してまいります。 

サイボウズグループで開発を進めてきた「サイボウズ ブログ」を平成18年10月31日にリリースし、社内ブログ市

場に本格参入致しました。「サイボウズ ブログ」は企業内での利用を目的としたブログ製品（当社の連結子会

社、フィードパス株式会社が販売する社内ブログシステム「blogengine」のエンジン部分のOEM提供品になりま

す）であり、 「情報発信の活性化」、「安全」、「低コスト」、「簡単」の四つをテーマとしております。日頃

の業務連絡だけでなく、組織や立場の枠を超え、経営者から現場の社員までが、日々感じている疑問や業務に関係

するニュース、知恵などを気軽に発信し、更に風通しの良い企業を目指していただけるように「サイボウズブロ

グ」を提供してまいります。 

 連結売上は、個別の売上が堅調だったことに加え、新規連結子会社の寄与があったことから、大幅に増加したも

ののグループとしての協業展開が遅れたこと等により、当初見込んだ水準の利益を確保できませんでした。そのた

め、グループ全体としては、連結調整勘定の償却をカバーすることができませんでした。また、特別損失としてそ

の他の投資有価証券評価損が104,999千円発生致しました。これらの結果、当連結会計年度における当社グループ

業績は、売上高10,018,446千円（前期比68.3％増）、営業利益589,305千円（前期比31.8％減）、経常利益509,324

千円（前期比40.6％減）、当期純利益69,659千円（前期比85.0％減）と増収ながら減益となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 なお、当連結会計年度より株式会社フィードパス株式会社、サイボウズ・メディアアンドテクノロジー株式会

社、株式会社ブリングアップ、インテグラート・ビジネスシステム株式会社、株式会社ジェイヤド、沖縄クロス・

ヘッド株式会社が連結子会社に加わったことに伴い、新たにコンサルティング事業及びシンクライアント事業を行

うこととなったため、「ソフトウエア事業」、「通信事業」、「ネットワーク関連事業」及び「コンサルティング

事業」、「シンンクライアント事業」の５区分による「事業の種類別セグメント情報」を記載することといたしま

した。したがって、「コンサルティング事業」、「シンンクライアント事業」につきましては、前年同期との比較

は行っておりません。（以下「生産、受注及び販売の状況」において同じ。） 

①ソフトウエア事業 

イ．グループウエア部門 

「サイボウズ Office」シリーズは、バージョンアップがなかったことから、新規売上高が487,190千円（前期

比19.4％減）となりましたが、既存顧客からの継続サービスの売上が863,184千円（前期比10.2％増）と順調に

推移し、「サイボウズ Office」シリーズ全体の売上高は1,983,343千円（前期比0.4％増）となりました。 

 また、「サイボウズ ガルーン」は、「サイボウズ ガルーン２」のオプション製品の投入が当初の予定より

遅れたことから、新規売上高が360,837千円（前期比5.9％増）にとどまりましたが、既存顧客からの追加でのユ

ーザーライセンスの購入や、継続サービスの売上が644,537千円（前期比48.6％増）と好調だったことにより、

「サイボウズ ガルーン」全体の売上高は、1,103,194千円（前期比34.5％増）となりました。これら二製品の売

上を含むグループウエア部門の売上高は3,131,087千円（前期比10.0％増）となりました。 

ロ．Webデータベース部門 

Web型データベースソフト「サイボウズ デヂエ」は、新規購入は84,134千円（前期比33.6％減）と伸び悩んだ

ものの、既存ユーザーからの継続及びプラン変更の販売が322,196千円（前期比52.4％増）と順調に進み、売上

高は407,230千円（前期比20.5％増）となりました。 

ハ．その他 

その他部門には、前年までのCRM部門、海外部門及び連結子会社のソフトウエア売上が含まれ、売上高合計は

830,438千円（前期比467.4％増）となりました。 

②通信事業 

特定セグメント向け通信事業及びビリングソリューションが順調に伸びたことから、当連結会計期間の通信事業

の売上高は3,216,196千円（前期比62.0％増）となりました。 



③ネットワーク関連事業 

 ネットワーク関連事業の売上は、クロス・ヘッド株式会社、ユミルリンク株式会社のネットワーク関連部門、沖

縄クロス・ヘッド株式会社の売上に相当しております。人材派遣事業並びにネットワークソリューション事業も順

調に推移し、当連結会計期間の売上高は2,114,147千円（前期比231.0％増）となりました。  

④コンサルティング事業 

 コンサルティング事業の売上は、株式会社ブリングアップの売上に相当しております。経営支援売上が堅調だっ

たこともあり、当連結会計期間の売上高は239,244千円となりました。 

⑤シンクライアント事業 

シンクライアント事業の売上は、サイボウズ・メディアアンドテクノロジー株式会社のシンクライアント部門の

売上に相当しております。当連結会計期間の売上高は80,102千円となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末より248,107千円減

少し、1,274,824千円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は、899,652千円（前期比50,356千円の収入の増加）とな 

りました。これは主に連結子会社が増加したことによる減価償却費の増加（前期比145,969千円増加）及び連結調

整勘定償却額の増加（前期比230,199千円増加）と売上債権の増加による運転資金の減少（149,527千円減少）等に

よるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、2,087,137千円の支出（前期比235,268千円の支出の減

 少）となりました。内訳は、連結子会社株式の取得による支出が533,421千円及びソフトウエアを主とする無形固 

 定資産の取得による支出が714,427千円、投資有価証券の取得による支出が380,514千円となったことなどによるも

 のです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において、財務活動の結果得られた資金は938,898千円（前期比478,377千円の増加)となりまし

た。これは主にストックオプションとして付与した新株予約権が行使されたことによる株式の発行により102,264

千円、子会社による新株発行により307,944千円、連結子会社が運転資金として借り入れた長期借入金による収入

が444,264千円及び長期借入金の返済による支出566,600千円等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業の種類ごとに示すと、次のとおりであります。なお、当連結会計年度から事業

区分の変更を行っているため、前年同期比較の記載にあたっては前事業年度分を変更後の区分に組替えて行ってお

ります。 

 （注）１．金額は、製造原価とソフトウエアのうち自社開発分（資産計上分）の合計により算出しております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

当社グループ（当社及び連結子会社）は受注生産を行っておりませんので、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類ごとに示すと、次のとおりであります。なお、当連結会計年度から事業

区分の変更を行っているため、前年同期比較の記載にあたっては前事業年度分を変更後の区分に組替えて行ってお

ります。 

（注）１．事業間の取引については相殺消去しております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類 生産高（千円） 前年同期比（％） 

グループウエア部門 87,318 55.2 

WebDB部門 11,834 80.3 

その他 389,857 2,001.4 

 ソフトウエア事業合計 489,010 254.2 

通信事業 － － 

ネットワーク関連事業 1,615,350 405.4 

コンサルティング事業 48,919 － 

シンクライアント事業 20,759 － 

総合計 2,174,039 367.9 

事業の種類 販売高（千円） 前年同期比（％） 

グループウエア部門 3,131,087 110.0 

WebDB部門 407,230 120.5 

その他 830,438 567.4 

ソフトウエア事業合計 4,368,756 131.2 

 通信事業 3,216,196 162.0 

 ネットワーク関連事業 2,114,147 331.0 

コンサルティング事業 239,244 － 

シンクライアント事業 80,102 － 

総合計 10,018,446 168.3 



   ３． 近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。 

４．当連結会計年度のソフトバンクBB株式会社、株式会社大塚商会及びダイワボウ情報システム株式会社につい

ては、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ソフトバンクBB株式会社 413,627 14.1 － － 

株式会社大塚商会 331,995 11.4 － － 

ダイワボウ情報システム株式会社 314,283 10.8 － － 



３【対処すべき課題】 

 (1）グループウエア部門の強化 

 グループウエア市場は当社参入以降、成熟してきております。また、脆弱性への対応、テクノロジーの進

化、顧客ニーズの多様化等により、研究開発費が増大しており、その研究開発費をカバーするためには、安定

的な売上を確保する必要があります。そのためには、新規顧客への販売や既存顧客に対する継続的な取引等が

引き続き課題となってまいります。 

 当社はこれらの課題に対して、販売体制や開発体制を整備することによって、機動的に対応してまいりま

す。 

 (2）人材の確保と育成 

 今後の業容の拡大を図る中で、人材の確保・育成は不可欠であると認識しております。優秀な人材獲得のた

めに、引き続き、定期的な会社説明会の開催、インターネットを利用したリクルーティングなど継続した活動

を行ってまいります。また、新卒採用にも注力し、将来性のある若手社員の採用にも積極的に取り組んでまい

ります。 

 今後は、当社の理念を共有できる優秀な人材を集めるとともに、積極的に社員のモチベーションを高める仕

組み作り、教育制度の充実を図ってまいります。 

 (3）技術力・製品開発力の強化 

 当社の製品の競争力を維持向上させていく上では、技術力・製品開発力の強化が重要であります。 

 当社では、連結子会社であるサイボウズ・ラボ株式会社において、次世代に向けた研究開発を行っており、

技術力・製品開発力の強化をより一層図ってまいります。 

 (4）グループでの経営管理体制の強化 

 連結子会社の増加により、財務、人事管理、コンプライアンス等について、当社と連結子会社の間ではその

管理体制に若干の差があります。グループ全体での管理体制を考えた場合、連結子会社の管理部門との情報共

有や連結子会社従業員のリテラシー向上のための教育を実施する等、経営管理体制の強化に注力してまいりま

す。 



４【事業等のリスク】 

 当社グループの事業等において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあ

ります。なお、本項において将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度現在において判断し

たものであります。 

(1）市場環境の変化 

 ①技術革新について 

 一般にソフトウエア産業は参入障壁が低く、類似の技術や製品の開発も比較的容易となっています。また、当社グ

ループが製品開発において利用しているインターネット関連技術は技術革新の進歩も速く、それに応じて業界標準及

び利用者のニーズが急速に変化するため、新製品も相次いで登場しています。これらの新たな業界標準となる技術等

への対応が遅れた場合、当社グループの提供する製品及び今後提供を予定している設備等が陳腐化し、競合他社に対

する競争力の低下を招く可能性があり、当社グループの事業に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

 ②販売形態について 

 当社グループの製品販売形態としては、インターネットを使ったダウンロード販売及び販売パートナーへの卸販売

があります。ダウンロード販売については営業・販売にかかるコストを 小限とする戦略を採用してまいりました

が、かかる営業戦略はもはや目新しいものではありません。また、ダウンロード販売形態は、結果的に情報リテラシ

ーが比較的高くパソコンや社内LANを積極的に活用していこうと考えるお客様層への販売が中心となっていました

が、今後、異なるお客様層への拡販を強化していくに当たり、従来同様の費用対効果や普及速度での当社グループ製

品の導入は困難になる可能性があります。 

(2）特定製品への依存 

 当社グループは、主に企業または企業の一部門向けに開発した情報共有ソフトウエア、「サイボウズ Office」シ

リーズ及び「サイボウズ ガルーン」を主力製品として、ソフトウエアの販売を行っております。当社グループの売

上高に占める「サイボウズ Office」シリーズ及び「サイボウズ ガルーン」の割合は、平成16年１月期86.2％、平成

17年１月期86.5％、平成18年１月期44.4％、平成19年１月期30.8％（「サイボウズ Office」19.8％ 「サイボウ

ズ ガルーン」11.0％）と、特定の製品への依存度は落ちてきているものの、収益依存は未だ高い状態にあります。 

 したがって当社グループの業績は、ユーザーの「サイボウズ Office」シリーズ及び「サイボウズ ガルーン」への

需要の変化、「サイボウズ Office」シリーズ及び「サイボウズ ガルーン」の他社製品との競合状況の影響が及ぼす

割合は大きい可能性があります。 

(3）事業拡大及び投資に伴うリスク 

①歴史及び組織規模 

 当社は平成９年８月８日に設立された比較的歴史の浅い会社であり、ソフトウエア開発・販売を中心とした事業を

行っており、不動産や大規模な工場施設も所有しておりません。また、組織上は、平成19年１月末現在、役員及び従

業員（派遣社員を含む）合計で185名と規模が小さく、内部管理体制もこのような組織の規模に応じたものとなって

います。今後、事業規模の拡大に伴い現在の人数では対処できなくなる可能性があります。よって、人材の確保及び

内部管理体制の充実並びにアウトソーシングによる業務の分散化を図る必要があると考えております。 

 このように、当社グループの有する物的及び人的経営資源や事業部門が限定されているため、例えば経営判断の誤

りという内部的な要因または市場その他の環境の変化という外部的要因から生ずる危機を回避または緩和する手段に

限りがあり、内部的及び外部的要因により業績が悪化する可能性があります。 

 また当社グループの業務履歴が浅いため、当社グループにおける経営計画の策定根拠の中に不確実性が相当含まれ

ていることは否めません。そのため、当社グループが想定する収益の見通しに相違が生じる可能性があるほか、今後

当社グループが予想しない支出、投資などが発生する可能性もあり、継続的に収益を増加させ、安定した利益水準を

維持できるかどうかを客観的に判断する材料としては不十分な面があると考えられます。 

②人材の確保・育成 

 当社グループの経営基盤を維持・拡充していくうえで、先見性や実行力を備えた有能な人材の確保・育成及びナレ

ッジマネジメントの強化は必須条件と考えておりますが、これら人的資源のマネジメントに問題が生じた場合、経営

力、製品開発力、営業販売力等の競争力が低下し、当社グループの将来の成長及び業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 



③Ｍ＆Ａ 

 当社グループは、業容の拡大を図る手段としてＭ＆Ａを経営の重要な課題のひとつと位置付けております。Ｍ＆Ａ

を実施する際は、その対象企業の財務内容、税務内容、契約等についても綿密なデューデリジェンスを実施すること

により、Ｍ＆Ａによるリスクを極小化するよう努めております。しかし、Ｍ＆Ａ後に偶発債務の発生や未認識債務な

どが発生した場合、当初の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4）システム障害について 

 当社グループはインターネットへの接続環境を有するユーザーを対象に製品開発を行っており、営業、サービス面

においても、インターネットに依存しています。このため、自然災害、戦争、テロ、事故、その他通信インフラの破

壊や故障、コンピュータウイルスやハッカーの犯罪行為等により、当社グループのシステムあるいはインターネット

全般のシステムが正常に稼動しない状態、いわゆるシステム障害が発生した場合に、当社グループの事業に重大な影

響を及ぼす可能性があります。また、当社グループ製品の営業、サービスにおいてインターネット環境に依存する部

分は大きく、システム障害が発生した場合、代替的な営業、サービス提供のルートを完全に確保することは困難であ

り、当社グループの業績に対する影響を及ぼす可能性があります。 

(5）知的財産の保護及び侵害 

 当社グループは、商標及び特許出願等、可能な限り知的財産権等の防衛を図る所存でありますが、当社グループ、

とりわけビジネスソフトウエア製品のコンセプト、ユーザーインターフェース及び操作性については、第三者による

模倣を防止する手段は限定されていると考えられるため、これらの行為が発生すると、当社の営業活動等に影響を及

ぼす可能性があります。さらに、当社グループが海外展開をすすめるに当たり、アジア地域を中心として横行してい

る、違法コピーや模倣品の流通といった知的財産権侵害が発生した場合、当社グループの販売活動、業績及び財務活

動に多大な影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループは、いずれの製品、サービスも、単一の特許または

関連する技術に依存しているとは考えておりませんが、このような知的財産が広範囲にわたって保護できないこと、

あるいは広範囲にわたり当社グループの知的財産権が侵害されることによって、当社グループの事業活動に影響を及

ぼす可能性があります。さらに、当社のプログラム製品の一部には、当社以外の第三者がその著作権等を有するオー

プンソースを組み込んでおります。当社は原則としてかかるオープンソースのライセンスに則って組み込んでおりま

すが、当該ライセンス内容が大幅に変更された場合及びかかるオープンソースが第三者の権利を侵害するものである

ことが発見された場合等は、当該プログラム製品の交換・修正・かかる第三者との対応等により、提供・販売・流通

等に影響を及ぼす可能性があります。 

(6）訴訟ないし法的権利行使の可能性について 

 当社グループの商品、技術またはサービスに関して、知的財産権を含む各種権利等の侵害を理由とする訴訟が提起

された場合、当社グループの財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。また、ハッカーやコンピュータ

ウイルスなどによるシステム障害が発生した場合、当社グループ製品、サービスの利用者に一定の損害を与えること

から損害賠償等が提起される可能性があります。 

(7）法的規制等について 

 現在日本国内においては、インターネットの普及を背景に、EC（電子商取引）、セキュリティ、個人情報保護、知

的財産保護のあり方等について、法制度の整備がなされています。当社グループが提供するインターネットを利用す

る製品・サービスについても、関連した法律等が制定されているものの、その解釈などについてはまだ確立されてい

るとはいえません。ソフトウエアの知的財産保護についてもそのあり方について現在議論が進んでいるところです。

これらの法制度の整備をきっかけに、事業者の責任範囲の拡大や事業規制がなされることによって、事業が制約され

る可能性があります。 

(8）情報セキュリティについて 

 当社グループの営業秘密、顧客情報等の管理につきましては、十分留意していく所存でありますが、当該情報の漏

洩等が発生した場合には、当社グループの信用が損なわれることとなり、その後の事業展開、業績に影響を及ぼす可

能性があります。また、平成17年４月に完全施行された個人情報保護法への対応等、消費者保護のための情報提供義

務、強化等によるコスト増により当社グループの事業の収益性に影響を及ぼす能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

連結子会社であるネットアンドセキュリティ総研株式会社は、シンクライアントビジネス事業を開始するため、株

式会社ネクスタームとの間で次の営業譲受契約を締結いたしました。なお、ネットアンドセキュリティ総研株式会社

は、平成18年９月１日付でサイボウズ・メディアアンドテクノロジー株式会社へ名称を変更いたしました。 

(1）譲り受ける相手会社の概要 

名称：株式会社ネクスターム 

所在地：東京都港区芝浦１丁目12番3号ダヴィンチ芝浦 5Ｆ 

代表者：代表取締役社長 吉川 良一 

資本金：234,000千円 

(2）譲り受けるスケジュール 

営業譲受契約日 ：平成18年８月11日 

営業譲受日   ：平成18年９月４日 

(3）譲り受ける事業の内容 

①シンクライアント企画・開発・製作ならびにマーケティングの実施 

②インフラ市場へのシンクライアントを企画及びソリューションの提供 

③モバイル・シンクライアント製品の企画、開発・製造及び販売 

(4）譲り受ける資産・負債の額 

なお、当該譲受に伴う負債の引継ぎはありません。 

(5）営業譲受の対価  460,000千円（消費税等抜） 

６【研究開発活動】 

インターネット・イントラネット関連技術は技術革新の進歩が早く、また、それに応じて業界標準及び利用者ニーズ

が急速に変化するため、新技術・新製品も相次いで登場しております。そこで、当社グループの研究開発活動は、顧客

満足度の向上に資するため、これら新技術等への対応を、開発グループを中心に随時進行しております。 

当連結会計年度における研究開発費の総額は、276,598千円となっております。なお、研究開発費については事業の

種類別に配分することが困難なため、その記載を省略しております。 

流動資産 93,053千円    

固定資産 12,206千円    

営業権 377,118千円    

合計 482,378千円 （消費税等込） 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。当社は、この連結財務諸表作成にあたり、重要な会計方針は「連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」に記載のとおりです。 

 当社が行っている会計上の見積りのうち、重要なものは以下のとおりです。 

 貸倒引当金は債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 繰延税金資産については、実現可能性のある税務計画に基づき、将来の課税所得の見積りを行い、回収可能性を

検討したうえで計上しております。 

 市場販売目的のソフトウエアの製造原価を「研究開発費及びソフトウエアの会計処理に関する実務指針」（平成

11年３月公認会計士協会）を踏まえた原価計算により、無形固定資産に計上しております。無形固定資産に計上し

たソフトウエアについては、見込販売可能期間を12ヶ月と見積り、見込販売収益に基づく償却額と見込販売可能期

間に基づく定額償却額のいずれか大きい額により償却しております。見込販売収益の見積りは、様々な要因により

影響を受けるもので、当初の見積り時に予測できなかった要因により見込販売収益が著しく減少した場合は、損益

に影響を与える可能性があります。 

(2）当連結会計年度の財政状態の分析 

①流動資産 

 当連結会計年度末の流動資産残高は3,393,631千円（前期比9.4％増）となり、前連結会計年度末に比べ290,972

千円増加しました。 

 Ｍ＆Ａを積極的に展開し連結子会社が増加した結果、現金及び預金残高は1,274,824千円（前期比16.3％減）と

なり、前連結会計年度末に比べ248,107千円減少し、売上債権残高が1,915,635千円（前期比32.1％増）となり、前

連結会計年度に比べ465,858千円増加しました。 

②固定資産 

 当連結会計年度末の固定資産残高は3,900,699千円（前期比51.0％増）となり、前連結会計年度に比べ1,316,998

千円増加しました。 

 Ｍ＆Ａを行ったことにより、連結調整勘定残高は1,438,257千円（前期比30.1％増）となり、前連結会計年度に

比べ332,920千円増加し、業務提携及び資本提携が増加した結果、投資有価証券は460,803千円（前年比114.3％

増）となり、前連結会計年度に比べ245,769千円増加しました。また、サイボウズ・メディアアンドテクノロジー

株式会社がシンクライアント事業に係る営業権を取得したことにより、営業権351,977千円が新たに発生しており

ます。 

 また、ソフトウエア及びソフトウエア仮勘定残高は575,529千円(前期比34.0％増)となり、前連結会計年度に比

べ146,031千円増加しました。これは次期製品に向けたソフトウエア投資によるものと、販売目的ソフトウエアの

増加であります。 

③流動負債 

 当連結会計年度末の流動負債残高は2,687,274千円（前期比67.1％増）となり、前連結会計年度末に比べ

1,079,062千円増加しました。また、新製品及び新サービスを提供するスピードを加速させるため、アライアンス

及びＭ＆Ａにより連結子会社が増加したため、短期借入金残高は700,000千円（前期比2,053.8％増）となり、前連

結会計年度に比べ667,500千円増加しました。一年以内返済予定長期借入金残高は326,164千円(前期比16.8％減)と

なり、前連結会計年度に比べ65,673千円減少し、賞与引当金21,859千円（前期比45.2％減）となり、前連結会計年

度に比べ6,809千円減少し、解約損失引当金73,609千円(前期比177.3％増)となり、前連結会計年度に比べ47,063千

円増加しました。 

 また、買掛金残高は450,651千円(前期比32.0％増)と前連結会計年度に比べ109,199千円増加し、未払金残高は

462,907千円(前期比17.6％増)と前連結会計年度に比べ69,386千円増加しました。 

 ④固定負債 

 当連結会計年度末の固定負債残高は772,908千円（前期比4.2％増）となり、前連結会計年度末に比べ31,044千円

増加しました。 

 また、長期借入金残高は627,577千円（前期比6.8％増）と前連結会計年度に比べ40,019千円増加し、ポイントサ

ービス引当金残高は16,432千円（前期比1.6％減）と前連結会計年度に比べ263千円減少しました。 



⑤株主資本 

 当連結会計年度末の株主資本は3,241,917千円となり、前連結会計年度末に比べ133,440千円増加しました。これ

は主に資本金が前連結会計年度末に比べ56,144千円増加したことによるものであります。 

 この結果、当連結会計年度末の自己資本比率は43.8％となり、前連結会計年度末より10.9ポイント低下し、１株

当たり純資産額は6,233円35銭となりました。 

(3）当連結会計年度の経営成績の分析 

①売上高 

 売上高は10,018,446千円（前年同期比68.3％増）となりました。事業の種類別の売上高については、「１ 業績

等の概要」に記載のとおりです。 

②営業利益 

 売上原価は4,159,494千円（前年同期比119.8％増）、売上原価率は41.5％となりました。 

 販売費及び一般管理費については、5,269,647千円となり、前連結会計年度に比べ2,072,006千円増加しました。

対売上高販管費比率は52.6％（前年同期比1.1％減）となりました。これは人員増加並びに開発等に係る外部委託

により給与手当が1,141,208千円（前年同期比75.1％増）となり、前連結会計年度に比べ489,642千円増加したこと

及び業務委託費が187,557千円（前年同期比38.3％増）増加したことによるものです。 

 また、Ｍ＆Ａを行ったことにより、連結調整勘定償却額が338,135千円となり、前連結会計年度に比べ230,199千

円増加しました。 

 上記の結果、当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度と比べ274,516千円減少し589,305千円（前年同期比

31.8％減）となりました。 

③経常利益 

 経常利益は、営業利益の状況に加え、営業外費用における貸倒損失の計上、販売権償却の計上、開業費償却の計

上、支払利息の増加等があり、前連結会計年度と比べ348,745千円減少し509,324千円（前年同期比40.6％減）とな

りました。 

④当期純利益 

 当連結会計年度におきましては、投資有価証券評価損104,999千円を特別損失として計上いたしました。上記の

結果、当期純利益は前連結会計年度に比べ396,221千円減少し、69,659千円（前年同期比85.0％減）となりまし

た。 

(4）資本の財源及び資金の流動性の分析 

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの概況については、「１ 業績等の概要 (2）キャッシュ・フロー

の状況」をご参照ください。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度における設備投資総額は、ソフトウエア事業、通信事業、シンクライアント事業を中心に

1,163,432千円の設備投資を実施いたしました。 

 ソフトウエア事業においては、ソフトウエア開発設備の増設、販売目的ソフトウエアの資産計上等、306,921千円

の投資を実施いたしました。 

 通信事業においては、通信端末の仕入、ビリングエンジンの構築等、405,674千円の投資を実施いたしました。 

 シンクライアント事業においては、シンクライアントビジネスを手がけるネクスターム社の営業権取得等、

406,128千円の投資を実施いたしました。 

 なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 



２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１．建物は賃借建物にかかる建物附属設備であります。 

２．金額には消費税等を含めておりません。 

３．従業員数（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

(2）国内子会社 

 （注）１．建物は賃借建物にかかる建物附属設備であります。 

２．金額には消費税等を含めておりません。 

３．従業員数（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

４．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

  平成19年１月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの

名称 
設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業 
員数
（人） 建物 

器具及 
び備品 

機械装置
及び運搬

具 

土地 
(面積㎡) 

ソフトウ
エア 

合計 

本社 

（東京都文京区） 

ソフトウエア

事業 

ソフト開発設

備 
47,702 91,205 － 

－ 

(－) 
151,917 290,825 

119 

(60) 

大阪営業所  

（大阪府大阪市） 

ソフトウエア

事業 

ソフト販売設

備 
297 516 － 

－ 

(－) 
－ 813 

3 

(1) 

  平成19年１月31日現在

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の 
内容 

帳簿価額（千円） 
従業 
員数 

（人） 建物 
器具及 
び備品 

機械装 
置及び 
運搬具 

土地 
(面積㎡)

ソフト 
ウエア 

合計 

株式会社イン

フォニックス 

本社 

（愛知県名古屋

市） 

通信事業 通信設備 14,084 136,497 － 
－ 

(－) 
276,282 426,864 

84 

(35) 

サイボウズ・

ラボ株式会社 

本社 

（東京都文京区） 

ソフトウエ

ア事業  

ソフト開発

設備  
10,884 1,193 － 

－ 

(－) 
－ 12,078 

7 

(0) 

クロス・ヘッ

ド株式会社 

本社 

（東京都港区） 

ネットワー

ク関連事業  

サーバシス

テム 
19,893 3,258 － 

－ 

(－) 
7,019 30,172 

251 

(10) 

ユミルリンク

株式会社 

本社 

（東京都渋谷区）  

ソフトウエ

ア事業 

ネットワー

ク関連事業  

ソフト開発

設備 

サーバシス

テム 

2,284 13,895 － 
－ 

(－) 
27,675 43,856 

62 

(2) 

フィードパス

株式会社 

本社  

（東京都文京区）  

ソフトウエ

ア事業  

ソフト開発

設備 
－ － － 

－ 

(－) 
20,487 20,487 

9 

(2) 

サイボウズ・

メディアアン

ドテクノロジ

ー株式会社 

本社  

（東京都港区） 

ソフトウエ

ア事業 

シンクライ

アント事業  

  

ソフト開発

設備 

サーバシス

テム 

7,041 12,059 － 
－ 

(－) 
12,131 31,232 

19 

(1) 

株式会社ブリ

ングアップ 

本社  

（大阪府大阪市） 

コンサルテ

ィング事業  
車両等 － 612 728 

－ 

(－) 
16 1,356 

20 

(1) 

インテグラー

ト・ビジネス

システム株式

会社 

本社 

（東京都千代田

区） 

ソフトウエ

ア事業 

ソフト開発

設備  
－ 1,572 － 

－ 

(－) 
－ 1,572 

18 

(3) 

株式会社ジェ

イヤド 

本社  

（東京都中野区） 

ソフトウエ

ア事業  

ソフト開発

設備  
518 8,830 － 

－ 

(－) 
2,638 11,987 

7 

(1) 

沖縄クロス・

ヘッド株式会

社 

本社  

（沖縄県那覇市） 

ネットワー

ク関連事業  

  

サーバシス

テム 

6,075 823 － 
－ 

(－) 
4,602 11,501 

22 

(0) 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
事業の種類別セグメントの

名称 
設備の内容 

年間リース料 
（千円） 

ユミルリンク株式会社 
本社 

（東京都渋谷区）  

ソフトウエア事業 

ネットワーク関連事業  

事務所備品等 

サーバ一式 
7,310 

サイボウズ・メディアアンド

テクノロジー株式会社 

本社  

（東京都港区） 

ソフトウエア事業 

シンクライアント事業  
事務所備品等 860 



３【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年４月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成15年４月23日定時株主総会決議及び平成15年５月23日取締役会決議 

（注）１．平成16年９月３日開催の取締役会決議により、平成16年12月17日付で１株を３株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,934,280 

計 1,934,280 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年１月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年４月24日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 512,319.40 512,319.40 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 512,319.40 512,319.40 － － 

 
事業年度末現在  

（平成19年１月31日）  
提出日の前月末現在 
（平成19年３月31日） 

新株予約権の数（個） 930 930 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 13,950 13,950 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 6,765 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年４月24日から 

平成21年４月23日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    6,765 

資本組入額   3,383 
同左 

新株予約権の行使の条件 

割当者は、権利行使時にお

いても当社または当社子会

社の取締役もしくは従業員

の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職その他正

当な理由のある場合にはこ

の限りではない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



２．平成17年12月13日開催の取締役会決議により、平成18年２月１日付で１株を５株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

３．新株予約権等発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



②平成15年４月23日定時株主総会決議及び平成16年３月13日取締役会決議 

（注）１．平成16年９月３日開催の取締役会決議により、平成16年12月17日付で１株を３株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

２．平成17年12月13日開催の取締役会決議により、平成18年２月１日付で１株を５株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

３．新株予約権等発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
事業年度末現在 

（平成19年１月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年３月31日） 

新株予約権の数（個） 49 49 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 735 735 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 12,892 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年４月24日から 

平成21年４月23日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   12,892 

資本組入額   6,446 
同左 

新株予約権の行使の条件 

割当者は、権利行使時にお

いても当社または当社子会

社の取締役もしくは従業員

の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職その他正

当な理由のある場合にはこ

の限りではない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



③平成16年４月24日定時株主総会決議及び平成17年３月17日取締役会決議 

（注）１．平成17年12月13日開催の取締役会決議により、平成18年２月１日付で１株を５株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

２．新株予約権等発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

 
事業年度末現在 

（平成19年１月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年３月31日） 

新株予約権の数（個） 208 208 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,040 1,040 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 29,200 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年４月25日から 

平成22年４月24日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    29,200 

資本組入額   14,600 
同左 

新株予約権の行使の条件 

割当者は、権利行使時にお

いても当社または当社子会

社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位にあること

を要する。ただし、任期満

了による退任、定年退職そ

の他正当な理由のある場合

にはこの限りではない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．株式分割（１：３）によるものであります。 

２．新株引受権の権利行使による増加  289株 

新株予約権の権利行使による増加 3,612株 

３．株式分割（１：５）によるものであります。 

４．新株引受権の権利行使による増加  120株 

新株予約権の権利行使による増加 9,095株 

(5）【所有者別状況】 

 （注）「その他法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が27株含まれております。 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金 
増減額 
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 

平成16年12月17日（注１） 64,479.92 96,719.88 － 424,506 － 787,486 

平成17年２月１日～ 

平成18年１月31日（注２）  
3,901.00 100,620.88 72,834 497,340 72,830 860,317 

平成18年２月１日（注３）  402,483.52 503,104.40 － 497,340 － 860,317 

平成18年２月１日～ 

平成19年１月31日（注４）  
9,215.00 512,319.40 56,144 553,485 56,136 916,453 

  平成19年１月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他 
の法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 29 34 74 43 19 20,325 20,524 － 

所有株式数

（株） 
－ 14,552 5,765 79,366 7,180 110 405,345 512,318 1.40 

所有株式数の

割合（％） 
－ 2.84 1.13 15.49 1.40 0.02 79.12 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

  平成19年１月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

西端 慶久 東京都文京区 89,400 17.45 

畑 慎也 東京都文京区 89,400 17.45 

住商情報システム株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番12号 74,000 14.44 

中野 博久 京都市左京区 19,500 3.80 

山田 理 東京都文京区 7,005 1.36 

鈴木 睦男 福島県会津若松市 4,830 0.94 

山本 裕次 東京都世田谷区 4,186 0.81 

岩井 恵子 徳島県徳島市 3,528 0.68 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 3,352 0.65 

高須賀 幹郎 愛媛県西条市 3,284 0.64 

計 － 298,485 58.26 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が27株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数27個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成19年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 512,318 512,318 － 

単元未満株式 普通株式   1.40 － － 

発行済株式総数 512,319.40 － － 

総株主の議決権 － 512,318 － 

  平成19年１月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行する方法により、平成15年

４月23日及び平成16年４月24日の定時株主総会において決議されたものであります。 

①（平成15年４月23日定時株主総会決議及び平成15年５月23日取締役会決議） 

（注）新株予約権等発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成15年４月23日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役１名 

当社従業員４名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



②（平成15年４月23日定時株主総会決議及び平成16年３月13日取締役会決議） 

（注）新株予約権等発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成15年４月23日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員３名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



③（平成16年４月24日定時株主総会決議及び平成17年３月17日取締役会決議） 

（注）新株予約権等発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成16年４月24日 

付与対象者の区分及び人数（名）  当社従業員８名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は次の基本方針に基づき株主の皆様へ利益を配分させていただきます。 

（1）「企業価値の最大化」のため、将来の事業拡大に必要なＭ＆Ａ、設備投資、研究開発などの成長投資を優先 

  し、そのための内部留保を確保いたします。 

（2）毎年の配当金に関しましては、各年度において必要とする内部留保金にもよりますが、個別当期純利益の10％ 

    を目処として配当性向を維持する方針です。 

 今後も、企業価値の最大化並びに配当等による利益還元により、積極的に株主還元を行っていく所存です。 

 当社は、期末配当として年一回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決定

機関は、期末配当については株主総会であります。 

 当社は、「取締役会の決議によって、毎年７月31日を基準日として、中間配当をすることができる。」旨を定款

に定めております。 

なお、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たりの配当額（円） 

平成19年４月24日 

定時株主総会決議 
37 73 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）１．最高・最低株価は、平成12年８月23日より東証マザーズ、平成14年３月６日より東京証券取引所市場第二

部、平成18年７月３日より東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２．第５期につきましては、平成13年12月４日付株式分割（１株につき２株の割合による）を期首に行ったもの

として、調整後の最高・最低株価を記載しております。 

  第８期につきましては、平成16年12月17日付株式分割（１株につき３株の割合による）を期首に行ったもの

として、調整後の最高・最低株価を記載しております。 

  第10期につきましては、平成18年２月１日付株式分割（１株につき５株の割合による）を行っております。

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 平成19年１月 

最高（円） 320,000 314,000 157,000 1,430,000 199,000 

最低（円） 94,000 89,000 56,000 117,000 59,200 

月別 平成18年８月 ９月 10月 11月 12月 平成19年１月 

最高（円） 134,000 117,000 106,000 101,000 85,700 77,400 

最低（円） 110,000 87,100 70,800 76,100 64,600 60,000 



５【役員の状況】 

（注）１．取締役 赤浦徹及び油谷泉は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役 小川義龍及び中川雅文は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．平成19年４月24日の定時株主総会から、１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会の終結の時までであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 
（株） 

代表取締役 

社長 
  西端 慶久 昭和46年６月26日 

平成６年４月 松下電工株式会社入社 

平成９年８月 当社設立 取締役副社長 

平成16年４月 当社副社長（事業企画室担当） 

平成17年２月 当社CEO 

平成17年４月 当社代表取締役（現任） 

（注３） 89,400 

取締役 人事本部長 山田 理 昭和42年４月19日 

平成４年４月 株式会社日本興業銀行入行  

平成12年１月 当社入社  

平成12年４月 当社取締役  

平成17年２月 当社執行役員 

平成18年４月 当社取締役（現任）  

（注３） 7,005 

取締役   赤浦 徹 昭和43年８月７日 

平成３年４月 日本合同ファイナンス株式会社（現社

名 株式会社ジャフコ）入社 

平成11年10月 インキュベイトキャピタルパートナー

ズ設立 ゼネラルパートナー（現任） 

平成12年４月 当社取締役（現任） 

（注３） 700 

取締役   油谷 泉 昭和24年２月22日 

昭和44年４月 ダイハツディーゼル株式会社入社  

昭和47年９月 住商情報システム株式会社入社  

平成13年６月 住商情報システム株式会社取締役 

平成17年１月 住商情報システム株式会社執行役員  

平成17年６月 住商情報システム株式会社取締役(現

任）  

平成18年４月 住商情報システム株式会社常務執行役

員（現任）  

平成18年４月 当社取締役（現任）  

（注３） － 

常勤監査役   宇野 正彬 昭和13年３月７日 

昭和36年４月 松下電工株式会社入社 

平成５年６月 同社監査役室部長 

平成10年２月 松下電工ハウジング株式会社監査役就

任 

平成12年４月 当社入社 監査役（現任） 

（注４） 35 

監査役   小川 義龍 昭和39年４月15日 

平成３年11月 司法試験合格 

平成４年４月 最高裁判所司法研修所入所 

平成６年４月 佐瀬米川法律事務所入所 

平成11年８月 小川義龍法律事務所（現名称・小川綜

合法律事務所）開設 

平成12年10月 当社顧問弁護士 

平成14年４月 当社監査役（現任） 

（注５） － 

監査役   中川 雅文 昭和24年10月30日 

昭和48年４月 株式会社日本興業銀行入行 

昭和55年８月 公認会計士坪井共同監査事務所

（現 法人名 あずさ監査法人）入所 

昭和58年４月 公認会計士資格登録 

昭和60年11月 中川公認会計士事務所開設 

昭和63年11月 税理士資格登録（現任） 

平成19年４月 当社監査役（現任） 

（注６） － 

        計   97,140 



４．平成16年４月８日の定時株主総会から、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会の終結の時までであります。 

５．平成17年４月６日の定時株主総会から、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会の終結の時までであります。 

６．平成19年４月24日の定時株主総会から、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会の終結の時までであります。 

７．当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各本部の業務執行

機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。 

執行役員は、６名で、社長執行役員西端慶久、副社長執行役員人事本部長山田理、カスタマー本部長山本裕

次、経営管理本部長石井和彦、開発本部長札辻秀樹、開発本部長代理山本泰宇で構成されております。 

８．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

（注）補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。 

氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（株） 

細 谷  賢 由 昭和40年10月25日生 

平成元年４月 株式会社日本興業銀行入行  

平成10年９月 株式会社デジタルガレージ入社  

平成11年５月 株式会社フロントライン・ドット・ジェー

ピー入社 

平成14年９月 野村ブラックロック・アセット・マネジメ

ント株式会社入社 

平成16年４月 当社入社 

平成16年８月 当社スタッフ本部 本部長 

平成17年２月 当社CFO兼経営管理本部長 

平成17年４月 当社取締役 

平成19年２月 内部監査室長（現任）  

（注） 2,965 

         



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループは永続的にグループ企業価値を向上させるため、取締役会の一層の充実、監査役による取締役会

の監視機能の充実、内部統制機能の充実を経営の重要課題と位置づけております。 

具体的には、社外取締役の選任などによる取締役会の更なる充実と社外監査役の選任をし、取締役会の意思決定

に対する監督を行っております。また、代表取締役社長直轄の組織として内部監査室を設置し、内部牽制機能の

強化にも取り組んでおります。 

 また、昨年５月開催の取締役会において、内部統制の基本方針を決議しております。  

（2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 会社の経営上の意思決定、執行及び監督にかかる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

当社グループのコーポレート・ガバナンスの状況は下図のとおりであります。（平成19年１月31日現在） 

（3）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

 ①会社の機関の内容 

（取締役会、経営会議、本部長会） 

 取締役会は社外取締役２名を含む７名で構成されております。月に一度定時取締役会を開催し、必要に応じて

臨時取締役会を開催しております。取締役会においては、業務執行に携わる執行役員も同席のもと、月次での連

結財務諸表及び詳細な予実管理分析を実施し、経営の意思決定及び監督を行っております。また、経営環境の変

化にフレキシブルに対応できる体制とするべく取締役の任期を１年としております。 

 平成18年２月より各本部長を執行役員に任命し、取締役会が担ってきた機能を分割し、取締役会は「経営の意

思決定、及び意思決定の監督」、執行役員が業務執行を行っております。 

取締役会での意思決定に基づき、取締役、執行役員で構成される経営会議を週１回以上開催し、グループにおけ

る中長期的な経営計画、基本方針及び、事業戦略、人事戦略、財務戦略などの重要な決定の審議を実施し、取締

役会の意思決定に役立てております。 

 また、週一回以上取締役及び、全執行役員で構成される「本部長会」を開催しております。業務執行体制を強

化し、現場のモニターと変化の早い業界のスピードに対応した迅速な決定を可能にすると同時に、職能制の補完

とチェック機能を果たしております。また各執行役員はそれに基づき管掌業務の執行を行っております。今後と

も事業執行に関する権限と責任の明確化を目指しつつ、コーポレートガバナンスの充実に取り組んでまいりま

す。 

（監査役） 



 当社は監査役制度のもとで経営の監督をおこなっております。経営の透明性の確保・監督の強化のため、社外

監査役を選任、常勤監査役と弁護士である非常勤社外監査役が出席するほか、当社の業務監査を積極的に実施

し、業務執行の適法性・妥当性に関するチェックを行っております。また、月に一度、経営管理本部長から監査

役に対して業務執行にかかる報告を行い、監査役は、取締役会など重要な会議の参加のほか、各取締役などから

職務の執行状況の聴取、意思決定の調査を行っております。計算書類及び附属明細書に関しては、監査法人から

の監査報告を受け、適宜検討を行なっております。 

 ②内部監査 

 代表取締役社長直轄の独立組織である内部監査室（２名専任）が、年間内部監査計画に基づき、各部署及び関

係会社の業務進捗状況に関して、「適法性・妥当性・効率性」などの観点のもと、内部統制にかかる監査を実施

しております。これら、内部監査の結果は、代表取締役社長、被監査部門本部長に報告し、被監査部門より改善

計画書を提出させ、代表取締役に改善計画を報告し、改善計画の承認を受けております。６ヶ月を目処にフォロ

ーアップ監査を実施し、改善計画の進捗状況をチェックしております。また、監査役にも監査実施状況を報告

し、監査役監査との連携も図っております。 



 ③情報セキュリティに関するリスクマネジメント 

 情報セキュリティに関しては、情報セキュリティを確保するためのルールを整備・運用しつつあり、また個人

情報保護法等の法令の遵守に向けて、情報資産を適切に取り扱うことに努めてまいります。具体的には、TRUST-e

（注）の取得をはじめ社員への情報セキュリティ教育、提供する製品やサービスへの情報セキュリティ対策の組

込等を推進しております。今後も情報セキュリティ対策の継続的な改善に努めてまいります。 

（注）インターネットサイト上での個人情報保護の認証規格 

 ④情報開示 

 株主の皆様や投資家の方々などに対して、積極的かつ公平な情報開示を心がけております。開示手段としまし

ては、半期ごとにアナリスト、個人投資家、機関投資家等を対象とした決算説明会の開催や機関投資家向けのス

モールミーティングの実施、ホームページ及び電子メールを活用した月次実績の配信サービス等があげられま

す。今後も「公平・正確・タイムリー」を基本方針とし、積極的に情報開示していく方針です。 

 ⑤リスク管理体制の整備状況 

 事業上のリスクとして、市場環境の変化、事業拡大及び投資拡大等があげられますが、日常の業務執行過程で

生じるリスクに関しては、経営管理本部が関連部署の協力を得ながらリスク管理をしております。 

  当社グループの事業活動に重大な影響を及ぼす恐れのあるものに関しては、事前に関連部署でリスク分析、対

応策などを検討し、経営会議で審議しリスク管理を行っております。また、リスク管理にあたっては、必要に応

じて顧問弁護士等の専門家からアドバイスを受け、対応しております。 

 ⑥会計監査の状況 

  当社はあずさ監査法人と監査契約を締結しており、同監査法人が証券取引法に基づく監査を実施しております。

○業務を執行した公認会計士の氏名 

  神谷 英一 

  川村 敦 

○監査業務にかかる補助者の構成 

  公認会計士 ６名 

  会計士補  ５名 

  その他   ３名 

（4）役員報酬の内容 

 取締役及び監査役に支払った報酬の額 

    取締役 ４名  68百万円    社外取締役 １名   4百万円 

   監査役 １名   5百万円    社外監査役 １名   3百万円 

（5）会計監査の内容 

当連結会計年度における監査法人に対する報酬等は以下のとおりであります。 

  ａ．当社及び連結子会社が支払うべき監査法人に対する報酬等の合計額     21百万円 

  ｂ．ａの金額のうち、監査証明業務の対価として支払うべき報酬等の合計額  21百万円 

  ｃ．ｂの合計額のうち、当社が支払うべき監査法人としての報酬等の額     21百万円 

（6）会社と会社における社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概

要 

 当社社外取締役の油谷泉が取締役を務める住商情報システム株式会社が、当社の株式を74,000株所有している

他には、当社と社外取締役との特別な利害関係はございません。 

 社外監査役２名につきましては、当社との特別な利害関係はございません。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年２月１日から平成18年１月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

 ただし、前連結会計年度（平成17年２月１日から平成18年１月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年２月１日から平成18年１月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成17年２月１日から平成18年１月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年２月１日から平成18年１月31日ま

で）及び前事業年度（平成17年２月１日から平成18年１月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表については中央青

山監査法人の監査を受け、また、当連結会計年度（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）及び当事業年度

（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表についてはあずさ監査法人の監査を受

けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

前連結会計年度及び前事業年度  中央青山監査法人（現：みすず監査法人） 

当連結会計年度及び当事業年度  あずさ監査法人 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年１月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     1,522,931     1,274,824  

２．受取手形及び売掛金     1,449,777     1,915,635  

３．たな卸資産     39,627     136,766  

４．繰延税金資産     68,256     57,183  

５．前払費用     87,250     98,966  

６．その他     97,459     100,480  

貸倒引当金     △162,644     △190,225  

流動資産合計     3,102,659 54.6   3,393,631 46.5 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物   121,067     152,092    

減価償却累計額   △25,792 95,274   △43,309 108,783  

(2）器具及び備品   443,326     578,422    

減価償却累計額   △225,000 218,325   △310,031 268,390  

(3）車両運搬具   －      3,980    

減価償却累計額   －  －    △3,252 728  

有形固定資産合計     313,600 5.5   377,901 5.2 

２．無形固定資産              

(1) 連結調整勘定      1,105,337     1,438,257  

(2）営業権     －      351,977  

(3）ソフトウエア     420,078     502,772  

(4）ソフトウエア仮勘定     9,420     72,757  

(5）その他     12,735     15,131  

無形固定資産合計     1,547,570 27.2   2,380,895 32.6 

 



   
前連結会計年度 

（平成18年１月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券 ※２   215,034     460,803  

(2) 敷金保証金     334,133     403,218  

(3) 繰延税金資産     142,015     225,696  

(4) 固定化営業債権     131,059     －  

(5) 破産債権、更生債権
等 

    －     154,149  

(6）その他     25,879     40,198  

貸倒引当金     △125,593     △142,164  

投資その他の資産合計     722,529 12.7   1,141,902 15.7 

固定資産合計     2,583,701 45.4   3,900,699 53.5 

資産合計     5,686,360 100.0   7,294,331 100.0 

               

 



   
前連結会計年度 

（平成18年１月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．買掛金     341,452     450,651  

２．短期借入金     32,500     700,000  

３．一年以内返済予定長期
借入金 

    391,837     326,164  

４．未払法人税等     174,139     228,048  

５．役員賞与引当金     8,541     7,836  

６．賞与引当金     15,050     21,859  

７．解約損失引当金     26,546     73,609  

８．未払金     393,521     462,907  

９．その他     224,623     416,196  

流動負債合計     1,608,212 28.3   2,687,274 36.8 

 Ⅱ 固定負債              

１．社債     100,000     100,000  

２．長期借入金     587,558     627,577  

３．ポイントサービス 
引当金 

    16,695     16,432  

４．その他      37,611     28,898   

 固定負債合計     741,864 13.0   772,908 10.6 

負債合計     2,350,076 41.3   3,460,182 47.4 

               

（少数株主持分）              

少数株主持分     227,806 4.0   － －

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年１月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※１   497,340 8.8   － － 

Ⅱ 資本剰余金     860,317 15.1   － － 

Ⅲ 利益剰余金     1,750,818 30.8   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    0 0.0   － － 

資本合計     3,108,477 54.7   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    5,686,360 100.0   － － 

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本              

１．資本金     － －   553,485 7.6 

２．資本剰余金     － －   916,453 12.5 

３．利益剰余金     － －   1,771,979 24.3 

  株主資本合計     － －   3,241,917 44.4 

Ⅱ 評価・換算差額等              

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   △48,453 △0.6 

  評価・換算差額等合計     － －   △48,453 △0.6 

Ⅲ 新株予約権     － －   15,004 0.2 

Ⅳ 少数株主持分     － －   625,679 8.6 

純資産合計     － －   3,834,148 52.6 

負債純資産合計     － －   7,294,331 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     5,954,262 100.0   10,018,446 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   1,892,799 31.8   4,159,494 41.5 

売上総利益     4,061,463 68.2   5,858,952 58.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費             

１．広告宣伝費    497,257     416,837    

２．給与手当   651,566     1,141,208    

３．業務委託費    489,197     676,754    

４．貸倒引当金繰入額    100,836     179,030    

５．役員賞与引当金繰入額   8,541     17,836    

６．賞与引当金繰入額   15,050     38,100    

７．連結調整勘定償却額   107,936     338,135    

８．その他 ※１ 1,327,256 3,197,641 53.7 2,461,742 5,269,647 52.6 

営業利益     863,821 14.5   589,305 5.9 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   458     540    

２．受取配当金   －     2,892    

３．為替差益   1,694     1,643    

４．受取手数料   －     901    

５．償却債権取立益   2,606     －    

６．その他   6,579 11,340 0.2 8,740 14,718 0.1 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   13,819     28,245    

２．持分法による投資損失   735     136    

３．新株発行費   1,278     －    

４．株式交付費   －     10,015    

５．販売権償却   －     15,000    

６．開業費償却   －     13,561    

７．貸倒損失   －     26,638    

８．その他   1,258 17,091 0.3 1,102 94,699 1.0 

経常利益     858,069 14.4   509,324 5.0 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益              

１．貸倒引当金戻入益   8,976     10,992    

２．持分変動利益   －     34,075    

３．債務免除益   －     15,500    

４．その他   － 8,976 0.2 8,991 69,560 0.7

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除売却損 ※２ 47,241     13,186    

２．役員退職慰労金   77,370     60,000    

３．投資有価証券評価損   －     104,999    

４．その他   － 124,611 2.1 5,947 184,133 1.8 

税金等調整前当期純利
益 

    742,434 12.5   394,751 3.9 

法人税、住民税及び事
業税 

  279,511     357,064    

法人税等調整額   △17,855 261,655 4.4 △35,735 321,328 3.2 

少数株主利益      14,897 0.3   3,763 0.0 

当期純利益     465,880 7.8   69,659 0.7 



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     787,486 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．新株予約権行使による
新株の発行 

  72,830 72,830 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     860,317 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     1,311,245 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益   465,880 465,880 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

  １．配当金   26,307 26,307 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     1,750,818 



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

 （注）平成18年４月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年１月31日 残高（千円） 497,340 860,317 1,750,818 3,108,477

当連結会計年度の変動額        

新株の発行 56,144 56,136   112,280

剰余金の配当（注）     △48,499 △48,499

当期純利益     69,659 69,659

株主資本以外の項目の当連結会計 

年度の変動額（純額） 
        

当連結会計年度の変動額合計（千円） 56,144 56,136 21,160 133,440

平成19年１月31日 残高（千円） 553,485 916,453 1,771,979 3,241,917

  評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
 

その他有価証券 

評価差額金 

平成18年１月31日 残高（千円） 0 729 227,806 3,337,013

当連結会計年度の変動額        

新株の発行       112,280

剰余金の配当（注）       △48,499

当期純利益       69,659

株主資本以外の項目の当連結会計 

年度の変動額（純額） 
△48,453 14,275 397,872 363,694

当連結会計年度の変動額合計（千円） △48,453 14,275 397,872 497,135

平成19年１月31日 残高（千円） △48,453 15,004 625,679 3,834,148



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

     

税金等調整前当期純利益   742,434 394,751 

減価償却費   179,423 325,392 

ソフトウエア償却費   174,666 267,900 

連結調整勘定償却額   107,936 338,135 

固定資産除売却損   47,241 13,186 

投資有価証券評価損   － 104,999 

持分変動利益    － △34,075 

持分法による投資損失    735 136 

債務免除益   － △15,500 

新株発行費   1,278 － 

株式交付費   － 10,015 

貸倒引当金の増減額（△は減
少額） 

  △3,469 42,964 

受取利息及び受取配当金   △479 △3,432 

役員賞与引当金の増減額（△
は減少額） 

  2,458 △704 

賞与引当金の増減額（△は減
少額） 

  △19,464 △490 

解約損失引当金の増減額（△
は減少額） 

  23,091 47,062 

ポイントサービス引当金の増
減額（△は減少額） 

  △2,199 △263 

支払利息   13,819 28,245 

売上債権の減少額（△は増加
額） 

  △132,139 △281,666 

たな卸資産の減少額（△は増
加額） 

  △14,934 △96,476 

仕入債務の増加額（△は減少
額） 

  △28,044 63,823 

未払消費税等の増加額（△は
減少額） 

  15,397 △27,194 

未払金の増加額（△は減少
額） 

  △10,971 △7,544 

その他   13,342 109,769 

小計   1,110,123 1,279,032 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取額   723 642 

利息の支払額   △12,733 △28,267 

法人税等の支払額   △249,868 △351,755 

法人税等の受取額   1,051 － 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー  

  849,296 899,652 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

    

有形固定資産の取得による支
出 

  △262,841 △373,275 

無形固定資産の取得による支
出 

  △359,611 △714,427 

無形固定資産の売却による収
入 

  5,793 － 

投資有価証券の取得による支
出 

  △288,470 △380,514 

連結の範囲の変更を伴う子会
社株式の取得による支出 

※２ △1,318,353 △533,421 

連結の範囲の変更を伴う子会
社出資金の取得による支出 

  △1,328 － 

関係会社株式の取得による支
出 

  △38,000 △41,614 

短期貸付けによる支出   △36,000 － 

短期貸付金の回収による収入   44,643 23,883 

保証金預入れによる支出   △71,077 △85,871 

保証金返還による収入   － 30,308 

その他   2,839 △12,204 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △2,322,405 △2,087,137 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

    

短期借入金の純増減額   3,000 682,000 

長期借入れによる収入   454,000 444,264 

長期借入金の返済による支出   △150,942 △566,600 

株式の発行による収入   180,322 102,264 

配当金の支払額   △25,858 △48,499 

少数株主への株式の発行によ
る収入 

  － 307,944 

新株予約権の発行による収入   － 12,775 

その他   － 4,749 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  460,521 938,898 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  △4,592 479 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △1,017,180 △248,107 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,051,552 1,522,931 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同
等物の増加額 

  488,560 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  ※１ 1,522,931 1,274,824 

        



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ４社 

［連結子会社の名称］ 

株式会社インフォニックス 

クロス・ヘッド株式会社 

サイボウズ・ラボ株式会社 

ユミルリンク株式会社 

サイボウズファイナンス有限会社及び株

式会社インフォニックスは当連結会計年度

に持分を取得し、連結の範囲に含めており

ましたが、両社は平成17年９月６日に株式

会社インフォニックスを存続会社として合

併しております。 

サイボウズ・ラボ株式会社は平成17年８

月１日に設立し、クロス・ヘッド株式会社

は平成17年８月２日に株式を追加取得し、

ユミルリンク株式会社は平成17年12月27日

に株式を取得したことから連結の範囲に含

めております。 

またCybozu Corporationは平成17年10月

21日付で清算により消滅いたしました。 

ユミルリンク株式会社は当連結会計年度

に株式を取得し、連結子会社化致しました

が、当連結会計年度においては、貸借対照

表のみ連結しております。 

連結子会社の数 10社 

[連結子会社の名称］ 

株式会社インフォニックス 

クロス・ヘッド株式会社 

サイボウズ・ラボ株式会社 

ユミルリンク株式会社 

フィードパス株式会社 

サイボウズ・メディアアンドテクノロ

ジー株式会社 

（旧社名：ネットアンドセキュリティ

総研株式会社） 

株式会社ブリングアップ 

株式会社ジェイヤド 

インテグラート・ビジネスシステム株

式会社 

沖縄クロス・ヘッド株式会社 

 フィードパス株式会社は平成18年３月10

日に株式を取得し、サイボウズ・メディア

アンドテクノロジー株式会社は平成18年５

月10日に株式を取得し、株式会社ブリング

アップは平成18年５月31日に株式を取得

し、株式会社ジェイヤドは平成18年６月20

日に株式を取得し、インテグラート・ビジ

ネスシステム株式会社は平成18年６月23日

に株式を取得し、沖縄クロス・ヘッド株式

会社は平成18年６月21日に株式を取得した

ことから連結の範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 (1)持分法適用の関連会社数 １社 

cybozu.net株式会社 

 cybozu.net株式会社は、当連結会計年

度に株式を取得したことから、持分法適

用関連会社となっております。 

 (1)持分法適用の関連会社数 １社 

cybozu.net株式会社 

  (2)持分法を適用していない関連会社 

インプローブ・ネットワークス株式会社

 当連結会計年度において、インプロー

ブ・ネットワークス株式会社の株式を取得

いたしましたが、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等に及ぼす影響が軽微であり、全体として

も重要性がないため、持分法を適用してお

りません。 

(2)持分法を適用していない関連会社 

株式会社ジェイズファクトリー 

 当連結会計年度において、株式会社ジェ

イズファクトリーの株式を取得をいたしま

したが、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼ

す影響が軽微であり、全体としても重要性

がないため、持分法を適用しておりませ

ん。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、株式会社インフォ

ニックス、クロス・ヘッド株式会社の決

算日は12月31日であります。連結財務諸

表作成にあたっては、同決算日現在の財

務諸表を使用しております。 

 ユミルリンク株式会社の決算日は９月

30日であります。連結財務諸表の作成に

あたっては、12月31日に仮決算を行い、

連結決算日との間に生じた必要な調整を

行っております。 

 その他の連結子会社の決算日は連結決

算日と一致しております。 

 連結子会社のうち、株式会社インフォニ

ックス、クロス・ヘッド株式会社、ユミル

リンク株式会社、フィードパス株式会社、

サイボウズ・メディアアンドテクノロジー

株式会社、株式会社ブリングアップ、イン

テグラート・ビジネスシステム株式会社、

株式会社ジェイヤド及び沖縄クロス・ヘッ

ド株式会社の決算日は12月31日でありま

す。連結財務諸表の作成に当たっては、連

結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 その他の連結子会社の決算日は連結決算

日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

時価のある有価証券 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

①有価証券 

 その他有価証券 

 時価のある有価証券 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

  時価のない有価証券 

     移動平均法による原価法を採用して 

   おります。 

  時価のない有価証券 

同左 

  ②たな卸資産 

───── 

  

   

  

  

 仕掛品 

主として個別法による原価法によって

おります。 

 貯蔵品 

主として先入先出法による原価法によ

っております。 

②たな卸資産 

 商品・製品 

主として先入先出法による原価法によ

っております。なお、一部子会社におい

ては、移動平均法による原価法によって

おります。 

 仕掛品 

同左 

  

 貯蔵品 

主として先入先出法による原価法によ

っております。なお、一部子会社におい

ては、移動平均法による原価法によって

おります。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

(2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

 主として定率法によっております。  

①有形固定資産 

 主として定率法によっております。  

  ②無形固定資産 

 主として定額法によっております。 

②無形固定資産 

 主として定額法によっております。 

  (イ）市場販売目的ソフトウエア 

見込販売可能期間（12ヶ月）にお

ける見込販売収益に基づく償却額と

見込販売可能期間に基づく定額償却

額のいずれか大きい額により償却し

ております。 

(イ）市場販売目的ソフトウエア 

見込販売可能期間（12ヶ月）にお

ける見込販売収益に基づく償却額と

見込販売可能期間に基づく定額償却

額のいずれか大きい額により償却し

ております。なお、一部子会社にお

いては、見込販売可能期間（36ヶ

月）における見込販売収益に基づく

償却額と見込販売可能期間に基づく

定額償却額のいずれか大きい額によ

り償却しております。 

  (ロ）自社利用ソフトウエア 

社内における利用可能期間（５

年）に基づく均等償却によっており

ます。 

(ロ）自社利用ソフトウエア 

同左  

   ─────  (ハ）営業権 

 営業権は、発生日以降５年間で均

等償却しております。 

(3)重要な繰延資産の処理

方法 

①新株発行費 

  支出時に全額費用処理しております。 

 ─────  

   ───── ②株式交付費 

  支出時に全額費用処理しております。 

   ───── ③開業費 

  支出時に全額費用処理しております。 

(4)重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

①貸倒引当金 

同左  

  ②ポイントサービス引当金 

 子会社の通信事業について、将来のポイ

ント利用による費用負担に備えるため、利

用実績率に基づき将来利用されると見込ま

れるポイントに対する所要額を計上してお

ります。 

②ポイントサービス引当金 

同左  

  ③解約損失引当金 

 子会社の通信事業について、携帯電話契

約者の解約により仕入先である電気通信事

業者から請求される解約手数料等の支払い

に備えるため、解約実績率に基づき支払見

込額を計上しております。 

③解約損失引当金 

同左  

  ④役員賞与引当金 

 当社役員に対する賞与の支払に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

④役員賞与引当金 

 当社役員及び一部子会社役員に対する賞

与の支払に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

  ⑤賞与引当金 

 子会社従業員に対する賞与の支払に備え

るため、支給見込額に基づき計上しており

ます。 

⑤賞与引当金 

同左  

(5)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、為替差額

は損益として処理しております。 

 なお、在外子会社の収益及び費用は期中

平均相場ににより円貨に換算しておりま

す。 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、為替差額

は損益として処理しております。 

(6)重要なリース取引の処

理方法 

  子会社のリース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を行って

おります。 

同左 

(7)重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

 子会社の金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当連結会計年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりで

あります。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金の利息 

 

  ③ヘッジ方針 

 変動金利による借入金に対する金利相場

の変動リスクを回避することを目的として

おり、投機的な取引は行っておりません。

③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップについては、特例処理が認

められている条件をすべて満たしているた

め、その判定をもって有効性の判定に代え

ております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(8)その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

①消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。 

①消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価は、全

面時価評価法によっております。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は、発生日以後５年間で均

等償却しております。 

 ただし、金額が僅少な場合は、発生年度

にその全額を償却しております。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

 ───── 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る現金及び現金同等物は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成14年８月９日 固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書）及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用し

ております。 

  なお、これによる損益に与える影響はありません。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。  

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は3,193,464

千円であります。 

───── （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い) 

当連結会計年度より、「繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日 

実務対応報告第19号）を適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。 

───── （ストックオプション等に関する会計基準等) 

当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 

企業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成18

年５月31日 企業会計基準適用指針第11号）を適用してお

ります。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。 



追加情報 

表示方法の変更 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費が6,995千円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が、同額

減少しております。 

───── 

─────  複数年分のライセンスを一括して販売する複数年パック

は、従来販売時に全ての契約期間に対する契約金額全額を

売上高に計上しておりましたが、当連結会計年度において

金額的重要性が増してきたことから、当連結会計年度より

翌期以降の契約期間に相当する入金分について前受金に計

上することといたしました。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して売上高総

利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益額

が、143,381千円減少しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

 (連結貸借対照表)  

 前連結会計年度まで流動資産の「その他」に含めており

ました「前払費用」及び投資その他の資産の「その他」に

含めておりました「敷金保証金」については、金銭的重要

性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することと

しました。なお、前連結会計年度の「前払費用」は33,641

千円、「敷金保証金」は94,810千円であります。 

 (連結貸借対照表)  

 「固定化営業債権」は、より適切な科目として表示する

ため、当連結会計年度より「破産債権、更生債権等」に変

更いたしました。 

 (連結損益計算書)  

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「移転費

用」（当連結会計年度427千円）及び「雑損失」（当期連

結会計年度831千円）は、金銭的重要性が減少したため、

営業外費用の「その他」に含めて表示することとしまし

た。 

───── 

前連結会計年度 
（平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年１月31日） 

※１ 当社の発行済株式総数は、普通株式100,620.88株

であります。 

※１        ───── 

※２ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

 投資有価証券（株式）         27,264千円 

※２ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

 投資有価証券（株式）         49,127千円 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

※１ 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費 

  は、140,953千円であります。 

※１ 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費 

  は、276,598千円であります。 

※２ 固定資産除売却損の主な内訳 

固定資産除却損 

固定資産売却損 

ソフトウエア   40,456千円

電話加入権 3,906千円

器具及び備品 900千円

建物付属設備    139千円

ソフトウエア    1,837千円

※２ 固定資産除売却損の主な内訳 

固定資産除却損 

固定資産売却損 

ソフトウエア 8,349千円

電話加入権 659千円

構築物 2,118千円

器具及び備品 1,800千円

電話加入権 184千円



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加411,698.52株は、平成18年２月１日付で１株につき５株の株式分割を行ったこ

とによるものが402,483.52株、ストックオプションとしての新株予約権の権利行使による新株の発行による増加

が9,215株であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 

前連結会計 

年度末株式数

（株） 

当連結会計 

年度増加株式数 

（株） 

当連結会計 

年度減少株式数 

（株） 

当連結会計 

年度末株式数 

（株） 

普通株式（注） 100,620.88 411,698.52 － 512,319.40 

合計 100,620.88 411,698.52 － 512,319.40 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約

権の目的

となる株

式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計

年度末残高 

（千円） 
前連結会計 

年度末 

当連結会計 

年度増加 

当連結会計 

年度減少 

当連結会計 

年度末 

提出会社 
ストックオプション

としての新株予約権 
－ － － － － － 

連結子会社 － － － － － － 15,004 

合計 － － － － 15,004 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

 平成18年４月20日 

 定時株主総会 
普通株式  48,499 482 平成18年１月31日 平成18年４月21日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成19年４月24日 

定時株主総会 
普通株式 37,399 利益剰余金 73 平成19年１月31日 平成19年４月25日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年１月31日現在） （平成19年１月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,522,931千円

現金及び現金同等物 1,522,931千円

現金及び預金勘定 1,274,824千円

現金及び現金同等物 1,274,824千円

 ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

①株式の取得により新たに株式会社インフォニックス 

を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の 

内訳並びに株式会社インフォニックスの取得価額と 

株式会社インフォニックス株式取得のための支出

（純額）との関係は次のとおりであります。 

②株式の取得により新たにクロス・ヘッド株式会社を

連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びにクロス・ヘッド株式会社の取得価額とクロ

ス・ヘッド株式会社株式取得のための支出（純額）

との関係は次のとおりであります。 

  （千円）

流動資産 967,154

固定資産 454,590

連結調整勘定 367,699

流動負債 △626,978

固定負債 △362,518

少数株主持分 △52,431

株式会社インフォニックスの取

得価額 

747,515

株式会社インフォニックス現金

及び現金同等物 △370,583

差引：株式会社インフォニック

ス取得のための支出 376,931

  （千円）

流動資産 714,943

固定資産 130,179

連結調整勘定 486,029

流動負債 △285,852

固定負債 △127,658

少数株主持分 △198,541

クロス・ヘッド株式会社株式の

取得価額 

719,100

クロス・ヘッド株式会社の現金

及び現金同等物 △478,560

差引：クロス・ヘッド株式会社

株式取得のための支出 240,540

 ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

①株式の取得により新たにフィードパス株式会社を連

結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

並びにフィードパス株式会社の取得価額とフィード

パス株式会社の株式取得のための支出（純額）との

関係は次のとおりであります。 

②株式の取得により新たにサイボウズ・メディアアン

ドテクノロジー株式会社を連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳並びにサイボウズ・メ

ディアアンドテクノロジー株式会社の取得価額とサ

イボウズ・メディアアンドテクノロジー株式会社の

株式取得のための支出（純額）との関係は次のとお

りであります。 

  （千円）

流動資産 53,220

固定資産 27,540

連結調整勘定 11,783

流動負債 △4,327

少数株主持分 △38,216

フィードパス株式会社の取得価

額 

50,000

フィードパス株式会社現金及び

現金同等物 △44,656

差引：フィードパス株式会社取

得のための支出 5,344

  （千円）

流動資産 224,995

固定資産 4,065

連結調整勘定 108,848

流動負債 △23,078

少数株主持分 △14,830

サイボウズ・メディアアンドテ

クノロジー株式会社株式の取得

価額 

300,000

サイボウズ・メディアアンドテ

クノロジー株式会社の現金及び

現金同等物 △195,907

差引：サイボウズ・メディアア

ンドテクノロジー株式会社取得

のための支出 104,092

 



前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

③株式の取得により新たにユミルリンク株式会社を連

結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

並びにユミルリンク株式会社の取得価額とユミルリ

ンク株式会社株式取得のための支出（純額）との関

係は次のとおりであります。 

  （千円）

流動資産 198,160

固定資産 35,681

連結調整勘定 397,031

流動負債 △248,278

固定負債 △8,073

ユミルリンク株式会社の取得価

額 

374,521

ユミルリンク株式会社の現金及

び現金同等物 △51,500

差引：ユミルリンク株式会社株

式取得のための支出 323,021

③株式の取得により新たに株式会社ブリングアップを

連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに株式会社ブリングアップの取得価額と株式

会社ブリングアップの株式取得のための支出（純

額）との関係は次のとおりであります。 

  （千円）

流動資産 256,321

固定資産 24,236

連結調整勘定 300,134

流動負債 △66,075

固定負債 △4,560

少数株主持分 △90,056

株式会社ブリングアップの取得

価額 

420,000

株式会社ブリングアップの現金

及び現金同等物 △203,540

差引：株式会社ブリングアップ

株式取得のための支出 216,459

  ④株式の取得により新たにインテグラート・ビジネス

システム株式会社を連結したことに伴う連結開始時

の資産及び負債の内訳並びにインテグラート・ビジ

ネスシステム株式会社の取得価額とインテグラー

ト・ビジネスシステム株式会社株式取得のための支

出（純額）との関係は次のとおりであります。 

  （千円）

流動資産 200,778

固定資産 6,276

連結調整勘定 200,462

流動負債 △82,518

インテグラート・ビジネスシス

テム株式会社の取得価額 

325,000

インテグラート・ビジネスシス

テム株式会社の現金及び現金同

等物 △121,971

差引：インテグラート・ビジネ

スシステム株式会社株式取得の

ための支出 203,028

 



前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

  ⑤株式の取得により新たに株式会社ジェイヤドを連結

したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに株式会社ジェイヤドの取得価額と株式会社ジェ

イヤド株式取得のための支出（純額）との関係は次

のとおりであります。 

  （千円）

流動資産 231,045

固定資産 21,870

連結調整勘定 122,189

流動負債 △27,697

固定負債 △94,989

少数株主持分 △61,918

新株予約権 △1,500

株式会社ジェイヤドの取得価額 189,000

株式会社ジェイヤドの現金及び

現金同等物 △184,501

差引：株式会社ジェイヤド株式

取得のための支出 4,498

  ３ 営業の譲受により増加した資産・負債の主な内訳 

①サイボウズ・メディアアンドテクノロジー株式会社

がシンクライアントビジネスを手がけるネクスター

ム社の営業権を取得したことにより増加した資産及

び負債の主な内訳は次のとおりであります。 

  （千円）

流動資産 93,053

固定資産 12,206

営業権 377,118

資産合計 482,378

流動負債 －

固定負債 －

負債合計 －



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

 もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び

期末残高相当額 

 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

  (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 

定額法によっております。 

２．オペレーティング・リース取引 

 該当事項はありません。 

 
器具及び備品

(千円) 

ソフトウエア 

(千円) 

合計 

(千円) 

取得価額 3,331 6,528 9,859 

減価償却 

累計額 
2,706 108 2,815 

期末残高 624 6,419 7,043 

１年内 1,930千円 

１年超 5,113千円 

合計 7,043千円 

支払リース料  317千円 

減価償却費相当額 317千円 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

 もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び

期末残高相当額 

 （注）        同左 

     

  

  (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （注）        同左 

  

  

  

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

２．オペレーティング・リース取引 

同左 

 
器具及び備品

(千円) 

ソフトウエア 

(千円) 

合計 

(千円) 

取得価額 53,080 6,528 59,608 

減価償却 

累計額 
6,866 1,414 8,280 

期末残高 46,214 5,113 51,328 

１年内 13,490千円 

１年超 37,838千円 

合計 51,328千円 

支払リース料  8,171千円 

減価償却費相当額 8,171千円 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当連結会計年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）当連結会計年度において、その他有価証券について104,999千円減損処理を行っております。 

  種類 
取得原価 
(千円) 

連結貸借対照表計上額
(千円)  

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
株式 29,970 29,970 0 

合計 29,970 29,970 0 

内容 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 157,800 

  種類 
取得原価 
(千円) 

連結貸借対照表計上額
(千円)  

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

株式 5,754 13,459 7,705 

小計 5,754 13,459 7,705 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

株式 416,270 336,711 △79,559 

小計 416,270 336,711 △79,559 

合計 422,024 350,170 △71,854 

 内容 連結貸借対照表計上額（千円） 

（1）関連会社株式  

 関連会社株式 49,127 

（2）その他有価証券  

 非上場株式 61,505 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

 ２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

(1) 取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、連結子会社における

金利スワップ取引であります。 

(1) 取引の内容 

            同左 

(2) 取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の金利変動によるリスク回避

を目的としており、投機的な取引は行なわない方針であり

ます。 

(2) 取引に対する取組方針 

            同左 

(3) 取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行なっ

ております。 

(3) 取引の利用目的 

            同左 

(4) ヘッジ会計の方法 

 金利変動リスクのヘッジについて特例処理の要件を満た

しているため、特例処理を採用しております。 

  ①ヘッジ対象とヘッジ手段 

   ヘッジ手段・・・金利スワップ 

   ヘッジ対象・・・借入金利息 

  ②ヘッジ方針 

   金利変動リスク低減のため、対象債務の範囲内で 

   ヘッジを行なっております。 

  ③ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお 

   いて、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動の累計 

   を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断して 

   おります。 

(4) ヘッジ会計の方法 

            同左 

(5) 取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は金利変動リスクを有しております。

なお、取引相手先は高格付けを有する金融機関に限定して

いるため信用リスクはほとんどないと認識しております。

(5) 取引に係るリスクの内容 

            同左 

(6) 取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行、管理については、社内ルール

に従い、各連結子会社の管理部門決裁担当者の承認を得て

行なっております。また、デリバティブ取引状況につい

て、経営管理部長は、当社の経営会議おいて定期的に財務

報告を行うこととなっております。 

(6) 取引に係るリスク管理体制 

            同左 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１．時価の算定方法 

 取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定し

ております。 

該当事項はありません。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除い

ております。 
 



（退職給付関係） 

 １．採用している退職給付制度の概要 

  連結子会社のうち１社は、総合設立型の厚生年金基金制度を採用しております。平成７年11月１日より関

東ITソフトウエア厚生年金基金に加入しております。 

 なお、当社及び上記他の連結子会社は退職給付制度を採用しておりません。 

 ２．複数事業主制度の企業年金について 

  連結子会社が加入しております関東ITソフトウエア厚生年金基金は、総合設立方式であり、自社の拠出す

る年金資産の額を合理的に算出することが出来ないため、年金資産への要拠出額41,532千円を販売費及び一

般管理費の「その他」として処理しております。 

 また、当該厚生年金基金の年金資産額のうち、掛金拠出割合を基準として計算した連結子会社分の平成19

年１月31日現在における年金資産の額は346,232千円であります。 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

a．提出会社 

（注）株式数に換算して記載しております。なお、株式数につきましては、平成13年12月４日付で１株を２株、平成16

年12月17日付で１株を３株、平成18年２月１日付で１株を５株とする株式分割を行っておりますが、当該株式分

割による調整後の株式数を記載しております。 

 
平成13年 
ストック・ 
オプション 

平成15年 
ストック・ 
オプション 

平成16年 
第一回ストッ
ク・オプション 

平成16年 
第二回ストッ
ク・オプション 

平成17年 
ストック・ 
オプション 

付与対象者の区分

及び数 

当社の従業員  

35名 

当社の取締役  

３名 

当社の従業員  

25名 

当社の取締役 

１名 

当社の従業員  

８名 

当社の取引先  

１社 

当社の取締役  

１名 

当社の従業員  

９名 

ストック・オプシ

ョン数（注） 

普通株式   

3,870株 

普通株式  

36,060株 

普通株式   

2,745株 

普通株式   

4,500株 

普通株式 

1,640株 

付与日 平成13年６月８日 平成15年５月23日 平成16年３月13日 平成16年６月３日 平成17年３月17日

権利確定条件 

割当者は、権利行

使時においても当

社または当社の子

会社の取締役もし

くは従業員の地位

にあることを要す

る。 

割当者は、権利行

使時においても当

社または当社の子

会社の取締役もし

くは従業員の地位

にあることを要す

る。ただし、任期

満了による退任、

定年退職その他正

当な理由のある場

合にはこの限りで

はない。 

割当者は、権利行

使時においても当

社または当社の子

会社の取締役もし

くは従業員の地位

にあることを要す

る。ただし、任期

満了による退任、

定年退職その他正

当な理由のある場

合にはこの限りで

はない。 

割当者は、当社と

の取引関係が良好

に継続しているこ

と及び当社への業

績寄与が高いと判

断できることを要

す。ただし、契約

満了等による取引

関係の終了、その

他正当な理由のあ

る場合にはこの限

りではない。 

割当者は、権利行

使時においても当

社又は当社の子会

社の取締役、監査

役もしくは従業員

の地位にあること

を要する。ただ

し、任期満了によ

る退任、定年退職

その他正当な理由

のある場合にはこ

の限りではない。

対象勤務期間 

対象勤務期間の定

めはありませ

ん。  

対象勤務期間の定

めはありませ

ん。  

対象勤務期間の定

めはありませ

ん。  

定めておりませ

ん。  

対象勤務期間の定

めはありませ

ん。  

権利行使期間 
平成15年４月26日 

平成19年６月６日 

平成17年４月24日

平成21年４月23日

平成17年４月24日

平成21年４月23日

平成18年４月25日 

平成22年４月24日 

平成18年４月25日

平成22年４月24日



a．子会社 

 

平成18年子会社 
ストック・ 
オプション 

（ユミルリンク株
式会社） 

平成12年子会社 
ストック・ 
オプション 

（クロス・ヘッド
株式会社） 

平成13年子会社 
ストック・ 
オプション 

（クロス・ヘッド
株式会社） 

平成17年子会社 
ストック・ 
オプション 

（クロス・ヘッド
株式会社） 

平成18年子会社 
ストック・ 
オプション 

（クロス・ヘッド
株式会社） 

付与対象者の区分

及び数 

子会社取締役  

１名 

子会社取締役  

１名 

子会社従業員  

８名 

子会社従業員  

13名  

子会社取締役  

３名 

子会社従業員  

16名 

子会社取締役  

１名  

ストック・オプシ

ョン数（注） 

子会社普通株式  

8,200株 

子会社普通株式 

184株 

子会社普通株式 

302株 

子会社普通株式  

1,151株 

子会社普通株式 

100株 

付与日 平成18年10月６日 平成12年３月20日 平成13年８月30日 平成17年８月19日 平成18年３月20日

権利確定条件 

付与日以降、権利

確定日まで継続し

て勤務しているこ

と。 

新株予約権者は、

権利行使時におい

ても、子会社の取

締役、監査役もし

くは従業員の地位

にあることを要

す。ただし、任期

満了による退任、

定年退職その他正

当な理由のある場

合にはこの限りで

はない。 

新株予約権者は、

権利行使時におい

ても、子会社の取

締役、監査役もし

くは従業員の地位

にあることを要

す。ただし、任期

満了による退任、

定年退職その他正

当な理由のある場

合にはこの限りで

はない。 

新株予約権者は、

権利行使時におい

ても、子会社の取

締役、監査役もし

くは従業員の地位

にあることを要

す。ただし、任期

満了による退任、

定年退職その他正

当な理由のある場

合にはこの限りで

はない。 

新株予約権者は、

権利行使時におい

ても、子会社の取

締役、監査役もし

くは従業員の地位

にあることを要

す。ただし、任期

満了による退任、

定年退職その他正

当な理由のある場

合にはこの限りで

はない。 

対象勤務期間 － － － － － 

権利行使期間 
平成18年11月１日 

平成25年10月31日 

平成14年４月１日

平成22年３月20日

平成15年９月１日

平成23年８月30日

平成19年９月１日 

平成27年８月31日 

平成20年４月１日

平成28年３月31日



（注）株式数に換算して記載しております。 

 

平成17年子会社 
ストック・ 
オプション 

（株式会社インフ
ォニックス ） 

平成17年子会社 
ストック・ 
オプション 

（株式会社インフ
ォニックス ） 

平成16年子会社 
ストック・ 
オプション 

（株式会社ブリン
グアップ）  

平成17年子会社 
ストック・ 
オプション 

（株式会社ブリン
グアップ）  

平成17年子会社 
ストック・ 
オプション 

（株式会社ブリン
グアップ）  

付与対象者の区分

及び数 

子会社取締役  

２名 

子会社従業員  

19名 

子会社従業員  

４名 

子会社従業員  

１名 

子会社取締役  

１名 

子会社従業員  

４名 

ストック・オプシ

ョン数（注） 

子会社普通株式  

1,458株 

子会社普通株式 

262株 

子会社普通株式 

20株 

子会社普通株式  

５株 

子会社普通株式 

59株 

付与日 平成17年１月21日 平成17年１月21日 平成16年６月30日  平成17年２月10日  平成17年６月30日

権利確定条件 

割当者は、権利行

使時においても当

社の取締役または

監査役もしくは使

用人等の継続的な

契約関係にあるこ

とを要する。 

割当者は、権利行

使時においても当

社の取締役または

監査役もしくは使

用人等の継続的な

契約関係にあるこ

とを要する。 

本新株予約権の割

り当てを受けた者

が本新株予約権発

行時において子会

社の取締役、監査

役または従業員で

あった場合は、新

株予約権行使時に

おいても、子会社

の取締役、監査役

または従業員の地

位にあることを要

する。ただし、任

期満了による退

任、定年退職その

他正当な理由がの

ある場合として会

社の取締役会が認

めた場合にはこの

限りではない。 

本新株予約権の割

り当てを受けた者

が本新株予約権発

行時において子会

社の取締役、監査

役または従業員で

あった場合は、新

株予約権行使時に

おいても、子会社

の取締役、監査役

または従業員の地

位にあることを要

する。ただし、任

期満了による退

任、定年退職その

他正当な理由がの

ある場合として会

社の取締役会が認

めた場合にはこの

限りではない。 

本新株予約権の割

り当てを受けた者

が本新株予約権発

行時において子会

社の取締役、監査

役または従業員で

あった場合は、新

株予約権行使時に

おいても、子会社

の取締役、監査役

または従業員の地

位にあることを要

する。ただし、任

期満了による退

任、定年退職その

他正当な理由がの

ある場合として会

社の取締役会が認

めた場合にはこの

限りではない。 

対象勤務期間 －  － － －  － 

権利行使期間 
平成17年1月26日 

平成27年1月26日 

平成17年1月21日 

平成27年1月21日 

平成18年７月１日

平成23年６月30日

平成18年７月１日 

平成23年６月30日 

平成20年７月１日

平成25年６月30日



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

a．提出会社 

（注）平成17年12月13日開催の取締役会決議により、平成18年２月１日付で、普通株式１株を５株に分割いたしまし

た。これに伴い新株予約権等の目的となる株式の数が増加しております。 

 
平成13年 
ストック・ 
オプション 

平成15年 
ストック・ 
オプション 

平成16年 
第一回ストッ
ク・オプション 

平成16年 
第二回ストッ
ク・オプション 

平成17年 
ストック・ 
オプション 

権利確定前（株）             

前連結会計年度末 － － － 900 290 

分割による増加（注） － － － 3,600 1,160 

付与 － － － － － 

失効 － － － － － 

権利確定 － － － 4,500 1,450 

未確定残 － － － － － 

権利確定後（株）          

前連結会計年度末 24 3,498 276 － － 

分割による増加（注） 96 13,992 1,104 － － 

権利確定 － － － 4,500 1,450 

権利行使 120 3,540 645 4,500 410 

失効 － － － － － 

未行使残 － 13,950 735 － 1,040 



b．子会社 

 

平成18年子会社 
ストック・ 
オプション 

（ユミルリンク株
式会社） 

平成12年子会社 
ストック・ 
オプション 

（クロス・ヘッド
株式会社） 

平成13年子会社 
ストック・ 
オプション 

（クロス・ヘッド
株式会社） 

平成17年子会社 
ストック・ 
オプション 

（クロス・ヘッド
株式会社） 

平成18年子会社 
ストック・ 
オプション 

（クロス・ヘッド
株式会社） 

権利確定前（株）          

前連結会計年度末 － － － 1,151 － 

付与 8,200 － － － 100 

失効 － － － 30 － 

権利確定 － － － － － 

未確定残 8,200 － － 1,121 100 

権利確定後（株）          

前連結会計年度末 － 42 68 － － 

分割による増加 － － － － － 

権利確定 － － － － － 

権利行使 － － － － － 

失効 － 16 － － － 

未行使残 － 26 68 － － 

 

平成17年子会社 
ストック・ 
オプション 

（株式会社インフ
ォニックス ） 

平成17年子会社 
ストック・ 
オプション 

（株式会社インフ
ォニックス ） 

平成16年子会社 
ストック・ 
オプション 

（株式会社ブリン
グアップ） 

平成17年子会社 
ストック・ 
オプション 

（株式会社ブリン
グアップ）  

平成17年子会社 
ストック・ 
オプション 

（株式会社ブリン
グアップ）  

権利確定前（株）          

前連結会計年度末 1,458 262 － － － 

付与 － － － － － 

失効 － － － － － 

権利確定 1,458 262 － － － 

未確定残 － － － － 59 

権利確定後（株）          

前連結会計年度末 － － － － － 

分割による増加 － － － － － 

権利確定 1,458 262 20 5 － 

権利行使 － － － － － 

失効 － 34 － － － 

未行使残 1,458 228 20 5 － 



② 単価情報 

a．提出会社 

 （注）権利行使価格、行使時平均価格につきましては、平成13年12月４日付で１株を２株、平成16年12月17日付で１株

を３株、平成18年２月１日付で１株を５株とする株式分割を行っており、当該株式分割による調整後の価格を記

載しております。 

b．子会社 

 （注）子会社株式は非上場で株価は存在しませんので、平均株価の記載は行っておりません。 

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

  提出会社の付与したストック・オプションは会社法の施行前に付与されたストック・オプションであるた

め、公正な評価単価の見積もりは行っておりません。 

 連結子会社（ユミルリンク株式会社）が平成18年10月６日に付与したストック・オプションの公正な評価単

価の見積方法は以下のとおりであります。 

①自社（ユミルリンク株式会社）の株式の評価額    1,558円 

自社の株式の評価はブラック・ショールズ式に基づいて算出した価格を基礎として決定しております。 

 ②新株予約権の権利行使価格   15,743円 

 算定の結果、自社の株式の評価額が、新株予約権の行使価格以下となっていることから付与時点の単価当た

りの本源的価値はゼロとなり、ストック・オプションの公正な評価単価もゼロと算定しております。 

 
平成13年 
ストック・ 
オプション 

平成15年 
ストック・ 
オプション 

平成16年 
第一回ストッ
ク・オプション 

平成16年 
第二回ストッ
ク・オプション 

平成17年 
ストック・ 
オプション 

権利行使価格   

（円）（注） 
26,552 6,765 12,892 14,413 29,200 

行使時平均株価  

（円）（注） 
96,133 62,200 143,000 107,000 85,600 

公正な評価単価

（付与日）（円） 
－ － － － － 

 

平成18年子会社 
ストック・ 
オプション 

（ユミルリンク株
式会社） 

平成12年子会社 
ストック・ 
オプション 

（クロス・ヘッド
株式会社） 

平成13年子会社 
ストック・ 
オプション 

（クロス・ヘッド
株式会社） 

平成17年子会社 
ストック・ 
オプション 

（クロス・ヘッド
株式会社） 

平成18年子会社 
ストック・ 
オプション 

（クロス・ヘッド
株式会社） 

権利行使価格

（円） 
15,743 50,000 350,000 50,000 58,000 

行使時平均株価

（円） 
－ － － － － 

公正な評価単価

（付与日）（円） 
－ － － － － 

 

平成17年子会社 
ストック・ 
オプション 

（株式会社インフ
ォニックス ） 

平成17年子会社 
ストック・ 
オプション 

（株式会社インフ
ォニックス ） 

平成16年子会社 
ストック・ 
オプション 

（株式会社ブリン
グアップ）  

平成17年子会社 
ストック・ 
オプション 

（株式会社ブリン
グアップ）  

平成17年子会社 
ストック・ 
オプション 

（株式会社ブリン
グアップ）  

権利行使価格

（円） 
50,000 50,000 50,000 100,000 100,000 

行使時平均株価

（円） 
－ － － － － 

公正な評価単価

（付与日）（円） 
－ － － － － 



３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

  基本的には、将来の失効数の合理的な見積もりは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。 

４．連結財務諸表への影響額 

  提出会社の付与したストック・オプションは会社法の施行前に付与されたストック・オプションであり、本

源的価値法の見積もりに基づいた場合の価値がないため、連結財務諸表への影響額はありません。 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

未払事業税損金不算入     16,283千円

未払費用損金不算入 13,040 

貸倒引当金繰入超過額 68,119 

賞与引当金繰入超過額 8,342 

解約損失引当金繰入超過額 17,098 

ポイントサービス引当金繰入超過

額 
6,823 

ソフトウエア開発費 38,143 

減価償却超過額 68,681 

連結子会社の欠損金 180,651 

その他 21,987 

繰延税金資産小計 439,170 

評価性引当額 △226,620 

繰延税金資産合計 212,550 

   

（繰延税金負債）  

利益処分特別償却準備金積立  △2,278千円

繰延税金負債合計 △2,278 

繰延税金資産の純額 210,272 

繰延税金資産（流動）  

未払事業税損金不算入 18,152千円

未払費用損金不算入 14,369 

貸倒引当金繰入超過額 3,049 

賞与引当金繰入超過額 8,933 

執行役員賞与繰入超過額 7,705 

繰越欠損金 3,159 

その他 2,020 

小計 57,391 

評価性引当額 △208 

繰延税金資産（流動）合計 57,183 

繰延税金資産（固定）  

ソフトウエア開発費 22,363 

減価償却超過額 82,315 

貸倒引当金繰入超過額 59,892 

連結子会社の欠損金 27,995 

投資有価証券評価損 42,724 

その他有価証券評価差額金 32,372 

ポイントサービス引当金繰入超過額 
4,339 

その他 5,563 

小計 277,568 

評価性引当額 △50,904 

繰延税金資産（固定）合計 226,663 

繰延税金負債（固定）  

利益処分特別償却準備金積立 △966千円

繰延税金負債（固定）合計 △966 

繰延税金資産（固定）の純額 225,696 

   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

 率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

 率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目 

  （％）

法定実効税率 40.69

 （調整）   

住民税均等割 0.60

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.72

評価性引当金の増減額 △7.72

その他 0.94

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.24

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目 

  （％）

法定実効税率 40.69

 （調整）   

住民税均等割 1.48

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.47

評価性引当金の増減額 25.36

繰越欠損金の利用 △22.83

連結調整勘定償却額 34.85

持分変動利益 △3.51

その他 △0.12

税効果会計適用後の法人税等の負担率 81.40



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品・サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分の属する主要な製品・サービス 

３．前連結会計年度までは、ソフトウエア事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合

計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情

報の記載を省略しておりましたが、当連結会計年度より株式会社インフォニックス、クロス・ヘッド株

式会社、サイボウズ・ラボ株式会社及びユミルリンク株式会社が連結子会社に加わったことに伴い、新

たに通信事業及びネットワーク関連事業を行うこととなったため、「ソフトウエア事業」、「通信事

業」及び「ネットワーク関連事業」の三区分による「事業の種類別セグメント情報」を記載することと

いたしました。 

 
ソフトウエア

事業 
（千円） 

通信事業 
（千円） 

ネットワーク
関連事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益            

売上高            

(1）外部顧客に対する

売上高 
3,329,965 1,985,624 638,672 5,954,262 － 5,954,262 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

22,544 12,117 19,411 54,073 (54,073) － 

計 3,352,510 1,997,741 658,084 6,008,336 (54,073) 5,954,262 

営業費用 2,498,693 1,961,531 681,001 5,141,226 (50,784) 5,090,441 

営業利益又は営業損

失（△） 
853,817 36,210 △22,917 867,110 (3,289) 863,821 

Ⅱ 資産、減価償却費及

び資本的支出 
            

 資産 2,773,334 1,639,307 1,309,659 5,722,300 (35,939) 5,686,360 

 減価償却費 155,824 194,319 4,049 354,194 (103) 354,090 

 資本的支出 361,141 200,765 11,797 573,704 (0) 573,704 

事業区分 主要製品・サービス 

ソフトウエア事業 グループウエア、データベースソフト等 

通信事業 通信サービス、ビリングソリューション 

ネットワーク関連事業 ネットワークソリューション、運用、監視、システムインテグレーション 



当連結会計年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品・サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分の属する主要な製品・サービス 

３．当連結会計年度より経営コンサルティングを主な事業とする、株式会社ブリングアップが連結子会社に加わ

ったこと、連結子会社であるサイボウズ・メディアアンドテクノロジー株式会社を通じて、シンクライアン

トビジネスを手がける株式会社ネクスタームの営業権を取得したことに伴い、「コンサルティング事業」及

び「シンクライアント事業」を新たに追加し、「ソフトウエア事業」、「通信事業」、「ネットワーク関連

事業」、「コンサルティング事業」及び「シンクライアント事業」の五区分による「事業の種類別セグメン

ト情報」を記載することといたしました。この変更による影響額はありません。 

 
ソフトウ
エア事業 
（千円） 

通信事業 
（千円） 

ネット 
ワーク 
関連事業 
（千円） 

コンサル 
ティング 
事業  

（千円） 

シンクライ
アント事業
 （千円）

計 
（千円） 

消去又は 
全社 

（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業

損益 
               

売上高                

(1）外部顧客に対

する売上高 
4,368,756 3,216,196 2,114,147 239,244 80,102 10,018,446 － 10,018,446

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

17,186 15,910 139,455 － － 172,551 (172,551) －

計 4,385,943 3,232,107 2,253,602 239,244 80,102 10,190,998 (172,551) 10,018,446

営業費用 3,723,486 3,160,972 2,307,957 234,182 176,568 9,603,166 (174,025) 9,429,141

営業利益又は営

業損失（△） 
662,456 71,134 △54,355 5,062 △96,465 587,832 1,473 589,305

Ⅱ 資産、減価償却

費及び資本的支

出 

               

 資産 3,253,576 1,619,209 1,506,247 544,590 404,476 7,328,099 (33,768) 7,294,331

 減価償却費 219,578 331,395 15,135 476 27,920 594,505 (1,213) 593,292

 資本的支出 306,921 405,674 44,156 550 406,128 1,163,432 － 1,163,432

事業区分 主要製品・サービス 

ソフトウエア事業 グループウエア、データベースソフト等 

通信事業 通信サービス、ビリングソリューション 

ネットワーク関連事業 ネットワークソリューション、運用、監視、システムインテグレーション 

コンサルティング事業  ソリューションコンサルティング  

シンクライアント事業 シンクライアントビジネス 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

(1) 役員及び個人主要株主等 

（注）１．取引金額に消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

上記弁護士報酬につきましては、弁護士報酬規定を基礎として決定しております。 

当連結会計年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

該当事項はありません。 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

役員の
兼務等
（人）

事業上 
の関係 

役員 小川義龍 － － 
弁護士 

当社監査役 
－ － － 弁護士報酬支払 1,030 未払金 124 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１株当たり純資産額 30,892円97銭 

１株当たり当期純利益  4,735円28銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 
4,539円96銭 

 当社は、平成18年２月１日付で株式１株につき５株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前期連結会計年度における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 6,233円35銭 

１株当たり当期純利益  137円32銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 
132円34銭 

１株当たり純資産額 6,178円59銭 

１株当たり当期純利益  947円06銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 
907円99銭 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（千円） 465,880 69,659 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 465,880 69,659 

期中平均株式数（株） 98,385 507,291 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 4,232 19,060 

（うち新株予約権） (4,232) (19,060) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１．平成17年12月13日開催の取締役会において、次のと

おり株式分割を決議し、平成18年2月1日に実施いたし

ました。 

  

(1) 平成18年２月１日付をもって普通株式１株を５株に

分割する。 

  ①分割により増加する株式数 

      普通株式 平成18年１月31日 終の発行済株式総 

           数に４を乗じた株式数とする。 

  ②分割方法 

      平成18年１月31日現在の株主名簿及び実質株主名 

      簿に記載された株主の所有株式数を１株につき、 

      ５株の割合をもって分割する。 

  

(2) 配当起算日 平成18年２月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前連結会計年度における１株当たりの情報及び当期首

に行われたと仮定した場合の当連結会計年度における

１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなりま

す。 

 ２．ブログエンジン株式会社の連結子会社化について 

 平成18年２月14日開催の取締役会において、企業向け

ブログやRSSポータル分野での事業展開を加速すべくウェ

ブログ技術開発を主業とするブログエンジン株式会社

（資本金25,000千円）の株式取得を決議し、平成18年３

月10日に第三者割当を引受け、連結子会社化いたしまし

た。 

 なお、ブログエンジン株式会社は、平成18年４月３日

にフィードパス株式会社に社名変更しております。 

（株式取得） 

取得株式数 議決権付普通株式 500株 

（発行済株式総数1,000株） 

取得価額 50,000千円 

取得後の所有割合 50.0% 

連結会計年度 連結会計年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

5,227円96銭 6,178円59銭 

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益 

640円52銭 947円06銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 

610円10銭 907円99銭 

───── 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

 株式会社インフォニ

ックス 

 第１回無担保社債（私

募債） 

平成年月日 

16.９.27 
100,000 100,000 1.0 なし 

平成年月日 

21.９.27 

合計 － － 100,000 100,000 － － － 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

－ － 100,000 － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 32,500 700,000 1.3 － 

1年以内返済予定長期借入金 391,837 326,164 2.0 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）  587,558 627,577 2.0 平成20年～平成23年 

合計 1,011,895 1,653,741 － － 

 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

 長期借入金 261,715 241,668 107,875 16,319 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
第９期 

（平成18年１月31日） 
第10期 

（平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     845,868     70,164  

２．売掛金     524,288     623,112  

３．商品     －     5,659  

４．貯蔵品     14,455     7,777  

５．前払費用     43,000     38,473  

６．繰延税金資産     36,290     37,755  

７．その他     24,919     25,528  

貸倒引当金     △2,462     △4,425  

流動資産合計     1,486,359 39.9   804,046 17.3 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物   76,052     76,941    

減価償却累計額   △18,917 57,135   △28,942 47,999  

(2）器具及び備品   195,881     227,393    

減価償却累計額   △92,977 102,904   △135,671 91,721  

有形固定資産合計     160,039 4.3   139,721 3.0 

２．無形固定資産              

(1）特許権     420     319  

(2）商標権     8,041     8,407  

(3）ソフトウエア     157,275     151,917  

(4）ソフトウエア仮勘定     －     8,500  

(5）電話加入権     145     145  

無形固定資産合計     165,882 4.5   169,290 3.6 

 



   
第９期 

（平成18年１月31日） 
第10期 

（平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産              

(1) 投資有価証券     187,770     397,511  

(2) 関係会社株式     1,515,621     2,872,805  

(3）破産債権、更生債権
等 

    295     4,446  

(4）長期前払費用     3,132     3,099  

(5）繰延税金資産     71,683     127,273  

(6）敷金保証金     134,673     142,354  

貸倒引当金     △295     △4,446  

投資その他の資産合計     1,912,882 51.3   3,543,044 76.1 

固定資産合計     2,238,804 60.1   3,852,056 82.7 

資産合計     3,725,163 100.0   4,656,102 100.0 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．買掛金     8,024     6,997  

２．短期借入金     －     400,000  

３．未払金 ※３   278,650     262,052  

４．未払費用     57,411     74,028  

５．未払法人税等     169,051     176,500  

６．未払消費税等     25,696     27,941  

７．前受金     11,260     146,728  

８．預り金     5,640     2,270  

９．役員賞与引当金     8,541     7,836  

１０．その他     893     3,000  

流動負債合計     565,170 15.2   1,107,355 23.8 

負債合計     565,170 15.2   1,107,355 23.8 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※１   497,340 13.3   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   860,317     －    

資本剰余金合計     860,317 23.1   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．任意積立金              

(1）特別償却準備金   5,222     －    

２．当期未処分利益   1,797,111     －    

利益剰余金合計     1,802,334 48.4   － － 

 



   
第９期 

（平成18年１月31日） 
第10期 

（平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※２   0 0.0   － － 

資本合計     3,159,993 84.8   － － 

負債資本合計     3,725,163 100.0   － － 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   553,485 11.9 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     916,453     

資本剰余金合計      － －   916,453 19.7 

３．利益剰余金               

(1）その他利益剰余金               

特別償却準備金   －     3,149     

繰越利益剰余金   －     2,122,845     

利益剰余金合計      － －   2,125,994 45.6 

株主資本合計      － －   3,595,933 77.2 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   △47,186 △1.0 

評価・換算差額等合計      － －   △47,186 △1.0 

純資産合計      － －   3,548,746 76.2 

負債純資産合計      － －   4,656,102 100.0 



②【損益計算書】 

   
第９期 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

第10期 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     3,320,917 100.0   3,678,069 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   215,149 6.5   163,410 4.4 

売上総利益     3,105,767 93.5   3,514,659 95.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．広告宣伝費   491,393     380,859    

２．役員報酬   44,676     81,010    

３．給料手当   485,416     573,346    

４．賞与   56,220     69,544    

５．役員賞与引当金繰入額   8,541     7,836    

６．法定福利費   59,066     75,676    

７．業務委託費   372,697     486,500    

８．通信費   138,206     122,369    

９. 研究開発費 ※１ 85,224     267,679    

１０. 減価償却費   55,009     71,134    

１１. 地代家賃   114,451     140,354    

１２. 貸倒引当金繰入額   793     6,119    

１３．その他   362,665 2,274,362 68.5 465,260 2,747,694 74.7 

営業利益     831,404 25.0   766,964 20.9 

 



   
第９期 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

第10期 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   269     89    

２．受取配当金   －     2,863    

３．為替差益   1,674     841    

４．受取手数料 ※２ 664     9,300    

５．雑収入   2,615 5,223 0.2 2,044 15,138 0.4 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   －     4,548    

２．新株発行費   508     －    

３．株式交付費   －     8,916    

４．雑損失   453 961 0.0 － 13,465 0.4 

経常利益     835,667 25.2   768,637 20.9 

 Ⅵ 特別利益              

１．貸倒引当金戻入益   6,476 6,476 0.2 － － －

 Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除売却損 ※３ 41,290     8,349     

２．投資有価証券評価損    － 41,290 1.3 104,999 113,349 3.1 

税引前当期純利益     800,853 24.1   655,287 17.8 

法人税、住民税及び事
業税 

  277,321     307,811    

法人税等調整額   38,430 315,752 9.5 △24,682 283,128 7.7 

当期純利益     485,100 14.6   372,159 10.1 

前期繰越利益     1,312,010     －  

当期未処分利益     1,797,111     －  



③【売上原価明細書】 

（注）当社の原価計算は、個別原価計算による実際原価計算であります。 

   
第９期 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

第10期 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費          

１．給料手当   26,178 12.2 1,162 0.8 

２．法定福利費   2,308 1.1 312 0.2 

３．福利厚生費   45 0.0 178 0.1 

Ⅱ 経費          

１．通信費   5,312 2.4 728 0.5 

２．消耗品費   3,895 1.8 1,502 1.0 

３．水道光熱費   358 0.2 66 0.0 

４．新聞図書費   79 0.0 4 0.0 

５．減価償却費   1,752 0.8 330 0.2 

６．業務委託費   13,279 6.2 3,600 2.4 

７．ソフトウエア償却   91,342 42.5 101,103 66.2 

８．地代家賃   4,556 2.1 693 0.4 

９．その他   66,039 30.7 43,140 28.2 

当期総費用   215,149 100.0 152,823 100.0 

当期商品仕入高   －   16,246   

期首商品たな卸高   －   －   

合計   215,149   169,069   

期末商品たな卸高   －   5,659   

売上原価   215,149   163,410   



④【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

株主資本等変動計算書 

第10期（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

  （注）平成18年４月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

   

第９期 

株主総会承認日 

（平成18年４月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益     1,797,111 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．特別償却準備金取崩額   2,073 2,073 

合計     1,799,185 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金   48,499 48,499 

Ⅳ 次期繰越利益     1,750,686 

 

株主資本 
評価・換

算差額等 

純資産 

合計 
資本金 

資本 

剰余金 

利益剰余金 
株主資本

合計 

その他有

価証券評

価差額金 
特別償却 

準備金 

繰越利益 

剰余金 

平成18年１月31日 残高 

（千円） 
497,340 860,317 5,222 1,797,111 3,159,993 0 3,159,993

事業年度中の変動額              

新株の発行 56,144 56,136     112,280   112,280

特別償却準備金の取崩

（注） 
    △2,073 2,073       

剰余金の配当（注）       △48,499 △48,499   △48,499

当期純利益       372,159 372,159   372,159

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
          △47,186 △47,186

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
56,144 56,136 △2,073 325,733 435,939 △47,186 388,753

平成19年１月31日 残高 

（千円） 
553,485 916,453 3,149 2,122,845 3,595,933 △47,186 3,548,746



重要な会計方針 

項目 
第９期 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

第10期 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用しており

ます。 

(2) その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算出)

を採用しております。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

   

(2) その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。  

 時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 貯蔵品 

先入先出法による原価法を採用しており

ます。 

(1) 貯蔵品 

同左 

  ───── (2) 商品 

先入先出法による原価法を採用しており

ます。 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。 

建物          ８～15年 

器具及び備品        ５～６年 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

定額法によっております。 

①市場販売目的ソフトウエア 

見込販売可能期間（12ヶ月）における

見込販売収益に基づく償却額と見込販売

可能期間に基づく定額償却額のいずれか

大きい額により償却しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

①市場販売目的ソフトウエア 

同左 

  ②自社利用ソフトウエア 

社内における利用可能期間（５年）に

基づく均等償却によっております。 

②自社利用ソフトウエア 

同左 

４．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

支出時に全額費用として処理しておりま

す。  

───── 

───── 

  

  

(2）株式交付費 

支出時に全額費用として処理しておりま

す。  

５．外貨建資産又は負債の本

邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

同左 

 



会計処理方法の変更 

項目 
第９期 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

第10期 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支払に備えるため、

支給見込額に基づき計上しております。 

(2）役員賞与引当金 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

第９期 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

第10期 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成14年８月９日 固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書）及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用し

ております。 

  なお、これによる当事業年度財務諸表への影響はありま

せん。 

─────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。  

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は3,548,746

千円であります。 

─────  （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い) 

 当事業年度より、「繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日 実務

対応報告第19号）を適用しております。 

 なお、これによる当事業年度財務諸表への損益に与える

影響はありません。 

───── （ストックオプション等に関する会計基準等) 

 当事業年度より、「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成18年５

月31日 企業会計基準適用指針第11号）を適用しておりま

す。 

 なお、これによる当事業年度財務諸表への損益に与える

影響はありません。 



追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理費に計上しております。

 この結果、販売費及び一般管理費が6,995千円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が、同額

減少しております。 

 ───── 

 ─────  複数年分のライセンスを一括して販売する複数年パック

は、従来販売時に全ての契約期間に対する契約金額全額を

売上高に計上しておりましたが、当事業年度において金額

的重要性が増してきたことから、当事業年度より翌期以降

の契約期間に相当する入金分について前受金に計上するこ

とといたしました。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して売上高総

利益、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益額が、

143,381千円減少しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

第９期 
（平成18年１月31日） 

第10期 
（平成19年１月31日） 

※１ 会社が発行する株式 普通株式   386,856株 

発行済株式総数   普通株式 100,620.88株 

※１         ―――――― 

※２ 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は０千

円であります。 

※３              ―――――― 

※２              ―――――― 

  

  

※３ 関係会社に対する負債は以下のとおりでありま

す。 

 未払金        49,182千円 

第９期 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

第10期 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

※１ 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費

は、140,876千円であります。 

※１ 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費

は、274,989千円であります。 

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

受取手数料    664千円

   

受取手数料    9,300千円

   

 ※３ 固定資産除売却損の主な内訳 

    固定資産除却損 

ソフトウエア         39,216千円

器具及び備品  235千円

 ※３ 固定資産除売却損の主な内訳 

    固定資産除却損 

ソフトウエア          8,349千円

     

    固定資産売却損 

ソフトウエア        1,837千円

   

    固定資産売却損 

 ――――――             

   

第９期 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

第10期 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

該当事項はありません。 同左 

第９期 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

第10期 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。 
同左 

第９期 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

第10期 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

該当事項はありません。 同左 



（税効果会計関係） 

第９期 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

第10期 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

未払事業税損金不算入     14,961千円

未払費用損金不算入 10,126 

貸倒引当金繰入超過額 776 

ソフトウエア開発費 38,143 

減価償却超過額 30,360 

その他 15,884 

繰延税金資産合計 110,252 

（繰延税金負債）  

利益処分特別償却準備金積立    △2,278千円

 繰延税金負債合計 △2,278 

 繰延税金資産の純額 107,974 

繰延税金資産（流動）  

未払事業税損金不算入 14,854千円

未払費用損金不算入 13,394 

貸倒引当金繰入超過額 1,800 

その他 7,705 

繰延税金資産（流動）合計 37,755 

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金繰入超過額 1,809 

ソフトウエア開発費 22,363 

減価償却超過額 25,264 

投資有価証券評価損 42,724 

その他有価証券評価差額金 32,372 

その他 3,706 

繰延税金資産（固定）合計 128,240 

繰延税金負債（固定）  

特別償却準備金積立     △966千円

繰延税金負債（固定）合計    △966 

繰延税金資産（固定）の純額 127,273 

   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  （％）

法定実効税率 40.69

 （調整）   

住民税均等割 0.50

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.04

その他 △0.02

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.21



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

第９期 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

第10期 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１株当たり純資産額 31,404円95銭 

１株当たり当期純利益  4,930円64銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 
  4,727円26銭 

 当社は、平成18年２月１日付で株式１株につき５株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報は、それぞれ以

下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 6,926円82銭 

１株当たり当期純利益 733円62銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 
707円05銭 

１株当たり純資産額 6,280円99銭 

１株当たり当期純利益  986円13銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 
945円45銭 

 
第９期 

(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

第10期 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（千円） 485,100 372,159 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 485,100 372,159 

期中平均株式数（株） 98,385 507,291 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 4,232 19,060 

 （うち新株予約権） (4,232) (19,060) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

第９期 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

第10期 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１．平成17年12月13日開催の取締役会において、次の通 

り株式分割を決議し、平成18年２月１日に実施いたし

ました。 

(1) 平成18年２月１日付をもって普通株式１株を５株に

分割する。 

 ① 分割により増加する株式数 

 普通株式 平成18年１月31日 終発行済株式総数に

４を乗じた株式数とする。 

 ② 分割方法 

 平成18年１月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿

に記載された株主の所有株式数を１株につき、５株

の割合をもって分割する。 

(2) 配当起算日  平成18年２月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度における１株当たりの情報及び当期首に行われ

たと仮定した場合の当事業年度における１株当たり情報

は、それぞれ以下のとおりとなります。 

 ２．ブログエンジン株式会社の連結子会社化について 

  平成18年２月14日開催の取締役会において、企業向け

ブログやRSSポータル分野での事業展開を加速すべくウェ

ブログ技術開発を主業とするブログエンジン株式会社

（資本金25,000千円）の株式取得を決議し、平成18年３

月10日に第三者割当を引受け、連結子会社化いたしまし

た。 

 なお、ブログエンジン株式会社は、平成18年４月３日

にフィードパス株式会社に社名変更しております。 

（株式取得） 

取得株式数 議決権付普通株式 500株 

（発行済株式総数1,000株） 

取得価額 50,000千円 

取得後の所有割合 50.0% 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

5,284円41銭 6,385円32銭 

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益 

545円56銭 986円13銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 

519円65銭 945円45銭 

───── 

  

  



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【有形固定資産等明細表】 

（注）１．ソフトウエアの増加のうち、主なものは、次期製品開発に向けたソフトウエア及び販売目的ソフトウエア

等であります。 

【引当金明細表】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

レカム株式会社 5,000 318,000 

ユニファイド・サービス株式会社 880 52,800 

株式会社ソフトクリエイト 8,100 18,711 

株式会社アメリカンメガトレンド 20,800 8,000 

その他１銘柄 － 0 

計 － 397,511 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産              

建物 76,052 889 － 76,941 28,942 10,024 47,999 

器具及び備品 195,881 31,512 － 227,393 135,671 42,694 91,721 

有形固定資産計 271,934 32,401 － 304,335 164,613 52,719 139,721 

無形固定資産              

特許権 806 － － 806 487 100 319 

商標権 10,685 1,626 － 12,312 3,905 1,261 8,407 

ソフトウエア 480,420 131,482 9,816 602,086 450,168 127,023 151,917 

ソフトウエア仮勘定 － 8,500 － 8,500 － － 8,500 

電話加入権 145 － － 145 － － 145 

無形固定資産計 492,059 141,609 9,816 623,851 454,561 128,385 169,290 

長期前払費用 3,132 682 715 3,099 － － 3,099 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 2,758 7,608 1,495 － 8,871 

役員賞与引当金 8,541 7,836 8,541 － 7,836 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

ハ．商品 

ニ．貯蔵品 

内訳 金額（千円） 

現金 270 

預金  

（普通預金） 63,271 

（外貨預金） 6,309 

（別段預金） 312 

合計 70,164 

相手先 金額（千円） 

ソフトバンクBB株式会社 114,163 

株式会社大塚商会 64,035 

株式会社ソフトクリエイト 28,798 

ダイワボウ情報システム株式会社 25,696 

株式会社内田洋行 24,344 

その他 366,073 

合計 623,112 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

524,288 3,861,972 3,763,148 623,112 85.79 54.22 

品目 金額（千円） 

販売用商品 5,659 

  5,659 

品目 金額（千円） 

販促物貯蔵品 7,273 

調度品他雑品 503 

  7,777 



ホ．関係会社株式 

② 負債の部 

イ．買掛金 

ロ．短期借入金 

  金額（千円） 

クロス・ヘッド株式会社 719,100 

株式会社ブリングアップ 420,000 

ユミルリンク株式会社 374,521 

インテグラート・ビジネスシステム株式会社 325,000 

株式会社インフォニックス 323,969 

サイボウズ・メディアアンドテクノロジー株式会社 311,614 

株式会社ジェイヤド 189,000 

フィードパス株式会社 71,600 

サイボウズ・ラボ株式会社 70,000 

株式会社ジェイズファクトリー 30,000 

cybozu.net株式会社 20,000 

沖縄クロス・ヘッド株式会社 18,000 

合計 2,872,805 

相手先 金額（千円） 

株式会社アルプス社 2,520 

株式会社ヴァル研究所 2,100 

株式会社日経BP 1,050 

株式会社インフォニックス 620 

株式会社気象サービス 378 

その他 329 

合計 6,997 

相手先  金額（千円） 

 株式会社三井住友銀行 400,000 

合計 400,000 



 ハ．未払金 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

区分 金額（千円） 

業務委託費 102,696 

広告宣伝費 88,620 

通信費 13,372 

工具器具及び備品 4,346 

その他 53,016 

合計 262,052 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ２月１日から１月31日 

定時株主総会 ４月中 

基準日 １月３１日 

株券の種類 100株券、10株券、１株券 

剰余金の配当の基準日 １月３１日 

１単元の株式数 該当事項はありません。 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公

告によることができないときは、日本経済新聞に掲載する。 

公告掲載URL http://cybozu.co.jp/company/info/ir/e-koukoku.html 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）臨時報告書 

 平成18年２月14日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異

動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

（2）大量保有報告書 

平成18年４月６日 関東財務局長に提出 

（3）有価証券報告書 

事業年度（第９期）（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日）平成18年４月20日関東財務局長に提

出。 

（4）臨時報告書 

 平成18年５月10日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異

動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

（5）訂正報告書 

 平成18年５月23日関東財務局長に提出。 

事業年度（第９期）（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で

あります。 

（6）臨時報告書 

 平成18年５月31日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異

動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

（7）臨時報告書 

 平成18年６月21日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異

動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

（8）臨時報告書 

 平成18年９月１日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第16号（連結子会社の事業

の譲受）の規定に基づく臨時報告書であります。 

（9）半期報告書 

（第10期中）（自 平成17年２月１日 至 平成18年７月31日）平成18年10月25日関東財務局長に提出。 

（10）訂正報告書 

 平成19年３月26日関東財務局長に提出。 

事業年度（第９期）（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で

あります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年４月２０日

サ イ ボ ウ ズ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサイボウズ株式会社

の平成１７年２月１日から平成１８年１月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サイボウズ株式

会社及び連結子会社の平成１８年１月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年２月１日付をもって株式分割を実施している。また、平成１８年３月

１０日に第三者割当増資によりブログエンジン株式会社の株式を取得し、連結子会社としている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 茂 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 橋 洋 史 

      



独立監査人の監査報告書 

  平成19年４月24日 

サイボウズ株式会社  

  取締役会 御中      

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 神谷 英一  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川村 敦   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサイボ

ウズ株式会社の平成18年２月１日から平成19年１月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サイ

ボウズ株式会社及び連結子会社の平成19年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年４月２０日

サ イ ボ ウ ズ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサイボウズ株式会社

の平成１７年２月１日から平成１８年１月３１日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サイボウズ株式会社

の平成１８年１月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年２月１日付をもって株式分割を実施している。また、平成１８年３月

１０日に第三者割当増資によりブログエンジン株式会社の株式を取得し、連結子会社としている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 茂 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 橋 洋 史 

      



独立監査人の監査報告書 

  平成19年４月24日 

サイボウズ株式会社  

  取締役会 御中      

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 神谷 英一  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川村 敦   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサイボ

ウズ株式会社の平成18年２月１日から平成19年１月31日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サイボウ

ズ株式会社の平成19年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 
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